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＜本資料における用語の定義＞

連結：三井住友トラスト・ホールディングス（連結）

単体：三井住友信託銀行（単体）

2011年度以前の単体計数：旧中央三井信託銀行（単体）＋旧中央三井アセット信託銀行（単体）＋旧住友信託銀行（単体）

親会社株主純利益：該当する期の「親会社株主に帰属する当期純利益（四半期純利益・中間純利益）」

＜経営統合に伴う企業結合処理について＞

経営統合に伴う企業結合処理を「パーチェス処理」、パーチェス処理に伴う影響額を「パーチェス影響額」と称します

＜1株当たり指標について＞

「1株当たり純資産」・「1株当たり配当金」等の1株当たり指標の過年度計数は 2016年10月1日付けで実施した株式併合（普通株式10株につき1株の割合）が
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「1株当たり純資産」・「1株当たり配当金」等の1株当たり指標の過年度計数は、2016年10月1日付けで実施した株式併合（普通株式10株につき1株の割合）が
過年度において実施されていたと仮定し、算定した値を記載しております。



2018年度上期業績・
通期業績見通し

2018年度上期業績・
通期業績見通し通期業績見通し通期業績見通し
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本日は 当社の中間決算説明会に 多数のご出席を頂き ありがとうございます本日は、当社の中間決算説明会に、多数のご出席を頂き、ありがとうございます。

本日はまず、上期業績を総括した上で、下期の取組方針についてお話しします。

２ページをご覧ください。



2018年度中間期総括（サマリー）

中期経営計画に沿った、安定的な利益成長は着実に進捗
務純益 親 株 純 益 も 前実質業務純益・親会社株主純利益とも、前年・計画を上回る水準

収益力強化、資本活用の効率性向上によるROE改善にも着実な成果

金利・信用・株価のダウンサイドリスクへの構えも維持～着実に強化

通期業績見通しに基づき 期末配当の増配による株主還元強化通期業績見通しに基づき、期末配当の増配による株主還元強化
2019年度には、総還元性向40％程度を目指す
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 言で総括を致しますと 中期経営計画に沿 た安定的な利益成長を「着実に」進一言で総括を致しますと、中期経営計画に沿った安定的な利益成長を「着実に」進
められた、と考えております。

中期経営計画の軸として 資金ビジネスの収益性向上と 手数料ビジネスの拡大を中期経営計画の軸として、資金ビジネスの収益性向上と、手数料ビジネスの拡大を
掲げていますが、資金ビジネスについては、調達コスト抑制と与信ポートの入替に
より 国内・国際とも実質的な増益となりました。

また、手数料ビジネスについても、投信販売の伸び悩みなどはありますが、資産運
用ビジネスの成長を主たる要因として、増益を達成しております。

これらもあわせて、ROEも改善を致しました。

後ほど詳しくご説明致しますが、足下の不透明な経済環境に対しては、ダウンサイ、 環 、
ドへの構えも、金利・信用・株価それぞれ強化しております。

また、上期の業績の進捗を踏まえて、通期業績予想の修正を行うとともに、期末配
当を、１０円増配をさせて頂くことと致しました。

３ページをご覧下さい。



2018年度中間期総括（財務）

►実質業務純益・親会社株主純利益ともに前年同期比増益、期初予想に対しても想定を上回る進捗（進捗率：52％・55％）►実質業務純益 親会社株主純利益ともに前年同期比増益、期初予想に対しても想定を 回る進捗（進捗率 ）
►事業によって強弱あるものの、資金ビジネス・手数料ビジネスいずれも増収となり実質業務純益は増加。加えて、一部貸出先の

債務者区分改善に伴う戻入益計上もあり、親会社株主純利益は、財務リスク削減等に一定の手当てを行なった上で増益を確保
►通期予想について、足元の事業環境を踏まえて、実質業務純益は期初予想を据え置く一方、親会社株主純利益は期初予想比

100億円増益の1,750億円に上方修正。配当についても、株主還元方針に則り、期末10円増配の1株当たり140円へ修正

17年度 18年度 18年度 19年度

（億円） 上期実績 期初予想 上期実績 前年同期比 期初予想比 予想 17年度比 期初予想比 中期計画

1 実質業務純益 1,266 1,300 1,469 ＋202 ＋169 2,800 ＋94 － 3,000 

【主なKPI】

2 実質業務粗利益 3,412 3,450 3,671 ＋259 ＋221 7,200 ＋142 ＋50 7,300 

3 総経費 △ 2,145 △ 2,150 △ 2,202 △56 △52 △ 4,400 △48 △50 △ 4,300 

4 親会社株主純利益 754 800 915 ＋160 ＋115 1,750 ＋210 ＋100 1,800 

5 手数料収益比率 57 2％ 55 7％ △ 1 5％ 50％台後半5 手数料収益比率 57.2％ 55.7％ △ 1.5％ 

6 OHR 62.9％ 62.3％ 60.0％ △ 2.9％ △ 2.3％ 61.1％ △ 0.6％ ＋0.3% 

7 株主資本ROE 7.32％ 8.46％ ＋1.14％ 8％程度 

8 普通株式等Tier1比率 11 47％ （*） 11 78％ ＋0 31％

50％台後半

50％台後半

8％程度

10％程度

17年度 18年度

実績 予想

12 配当性向 32 1％ 30 3％

17年度 18年度 18年度

（円） 上期実績 上期実績 17上期比 予想 17年度比

9 親会社株主純利益 197 241 ＋43 461 ＋57

8 普通株式等Tier1比率 11.47％ （*） 11.78％ ＋0.31％ 
（*） 19/3末に適用される定義に基づき算出した試算値

10％程度

【1株当たり情報】 【株主還元】

12 配当性向 32.1％ 30.3％ 
13 総還元性向 37.4％ 

9 親会社株主純利益 197 241 ＋43 461 ＋57 

10 配当 65 65 - 140 ＋10 

17/9末 18/9末

（円） 増減

（参考： 株主還元方針）
連結配当性向30％程度を維持しつつ、中期的に
総還元性向を40％程度に段階的に引き上げ

Copyright © 2018 SUMITOMO MITSUI TRUST HOLDINGS, INC. All rights reserved. 3

（円） 増減

11 純資産 6,645 7,014 ＋369 

総還元性向を40％程度に段階的に引き上げ、
還元強化を目指す。

上期の財務計数のサマリ を示しております上期の財務計数のサマリーを示しております。

ポイントを申し上げますと、実質業務純益は１,４６９億円、親会社株主純利益は

９１５億円と 修正前の通期計画に対して 各々５２％ ５５％の順調な進捗となりま９１５億円と、修正前の通期計画に対して、各々５２％、５５％の順調な進捗となりま
した。

今年度通期については 実質業務純益は足下の経営環境も踏まえて据え置きとし今年度通期については、実質業務純益は足下の経営環境も踏まえて据え置きとし
ましたが、純利益の予想は１００億円増の１，７５０億円に修正致しました。

株主資本ROEについては、中間期は８．４６％となり、通期の見通しは８％程度を想株主資本ROEに いては、中間期は８．４６％となり、通期の見通しは８％程度を想
定しております。

５ページをご覧下さい。



►中期計画では 持続的かつ安定的な成長に向け 手数料ビジネス強化 資金ビジネスの収益性向上 経費効率改善に取り組み

2018年度中間期総括（中期経営計画施策の状況）

手数料ビジネス 資金ビジネス 経費

►中期計画では、持続的かつ安定的な成長に向け、手数料ビジネス強化、資金ビジネスの収益性向上、経費効率改善に取り組み
►18年度上期においても、手数料収益の安定化や調達コスト抑制を中心とした資金ビジネスの収益性改善に一定の成果を確認

する一方、18年度下期以降の更なる進展に向けて課題も認識

手数料ビジネス 資金ビジネス 経費

安定的収益は増加するも、
総額の拡大が課題

実質的な資金関連の損益（*）は
国内・国際ともに改善傾向

経費は増加するも、
粗利増加が上回り、OHRは改善

761
784

757
809 803

国内 国際（億円）

2,002
2,081

1 952
2,101 2,048

安定的収益（主としてストック収益）
その他

（億円）

62.3%

60 0%

実質粗利 総経費 OHR

（億円）

750

512
544

418
510 445

2,002 1,952
2,000

3 450 3 671

60.0%

60%

2,500 

210

287
240 254

319

500

1,489 1,536 1,534 1,591 1,602

1,000

3,450 3,671 

55%
0

210

0

250
,

0

△2,150 △2,202 

50%△2,500 

上期 上期
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0

16上期 16下期 17上期 17下期 18上期

0

16上期 16下期 17上期 17下期 18上期

4

18上期

計画

18上期

実績
（*）三井住友信託銀行（単体）の｢資金関連利益｣に（資金関連利益には計上されない）外貨余資運用益を追加する等の調整を加えたもの



ROE向上施策と2018年度上期における取組実績

ROE向上施策 2018年度上期における取組実績

手数料ビジネスの拡大

資本を使わない利益の増加

効率的な
利益（R t ）の獲得

ROE向上施策 2018年度上期における取組実績

株主資本
ROE

7.32％→8.46％
（17上期） 　　（18上期）

資本を使わない利益の増加

資金ビジネスの収益性向上

資産当たりの利益の増加

安定的
手数料収益

1,534億円→1,602億円
（17上期） 　　　　　（18上期）

外貨建与信

利益（Return）の獲得 効率的な利益の獲得

OHRの改善

経費 益 増

資産当たりの利益の増加 外貨建与信
スプレッド

0.97％→1.00％
（18/3末）　　　（18/9末）

国内
預貸利鞘（*）

0.59％→0.60％
（18/3末）　　　（18/9末）ROEの向上

経費当たりの利益の増加

与信ポートフォリオ変革

OHR（連結） 62.9％→60.0％
（17上期）　　　（18上期）

長期ターゲット 10％

効率的な資本の活用与信ポ トフォリオ変革

収益性改善（対規制資本）

政策保有株式削減

プロダクト関連
与信比率

29％
（18/9末）効率的な

資本対比収益性の改善

政策保有株式削減

ヘッジによる株価リスク削減 政策保有株式
削減額

169億円
（18上期）

政策保有株式 約 約
ストレスバッファの縮減

資本（Equity）の活用 ストレスバッファの縮減

Copyright © 2018 SUMITOMO MITSUI TRUST HOLDINGS, INC. All rights reserved. 5

政策保有株式
ヘッジ比率

約70％→約85％
（18/3末）　　　（18/9末）

ストレスバッファの縮減

（*）各基準日を末日とする四半期平残ベース

ROE向上に向けた上期の取り組みをまとめておりますROE向上に向けた上期の取り組みをまとめております。

効率的な利益の獲得、効率的な資本の活用の両方において、着実に歩みを進めて
いることがご覧頂けるのではないかと思いますいることがご覧頂けるのではないかと思います。

７ページをご覧下さい。



2018年度下期
取組方針

2018年度下期
取組方針取組方針取組方針
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2018年度下期における取り組み：5つのポイント

手数料ビジネスの拡大1

残高・基盤拡充による収益安定化と手数料総額拡大に向けた取り組み

資金ビジネスの収益性向上2

与信ポートフォリオの入替や調達コスト引き下げを通じた収益性向上へ

デジタル戦略の推進3

の取り組み

生産性向上は着実に進捗

経費戦略・OHRの改善4

生産性向上は着実に進捗
｢信託ならでは｣を追求し、付加価値創出へ取り組み

経費戦略・OHRの改善4

経費削減・効率化を推進しつつ、粗利益拡大とあわせたOHR改善を追求

リスクへの備え5

金利・信用・株価それぞれのダウンサイドリスクにも着実な備え
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今年度下期の取組方針を示しております今年度下期の取組方針を示しております。

項目としては、５月にお話したものと同じです。各施策の進捗や、ポイントについて、
お話を申し上げますお話を申し上げます。

８ページをご覧下さい。



資産運用 資産管理 証券代行など信託らしい手数料ビジネスは増収傾向資産運用 資産管理 証券代行など信託らしい手数料ビジネスは増収傾向

手数料ビジネス：手数料ビジネスの状況

資産運用・資産管理、証券代行など信託らしい手数料ビジネスは増収傾向
投資運用コンサルティングや不動産の収益安定性は高まるも、総額拡大が課題
資産運用・資産管理、証券代行など信託らしい手数料ビジネスは増収傾向
投資運用コンサルティングや不動産の収益安定性は高まるも、総額拡大が課題

手数料関連利益の内訳 投資運用コンサルティング

300 288 272
309

272300

販社管理手数料等 販売手数料（億円）
受託（資産運用・資産管理） 不動産

証券代行 投資運用コンサルティング

カード その他

（億円）

手数料関連利益の内訳 投資運用コンサルティング

149 149 147 156 156

150 139 124
153

116

100

200

216
2,002

2,081
1,952

2,101
2,048

2 000
0

16上期 16下期 17上期 17下期 18上期

300
288 272

309
272

207
214 217

215
217

261
256

175
216

234
2,000

不動産

229

297
256

281
239

300

リテール仲介・信託報酬 その他（億円）

229
297 256

281 239
189

168 185
173 191

300

1,000

120 130 124 132 130

108
167

131 149
109

100

200

814 855 845 905 892
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0
16上期 16下期 17上期 17下期 18上期

0
16上期 16下期 17上期 17下期 18上期

まず 手数料ビジネス全体の状況ですまず、手数料ビジネス全体の状況です。

左のグラフをご覧下さい。ビジネスによって、上下（かみしも）差はありますが、グラ
フのなかのオレンジの資産運用・資産管理や 濃い青の証券代行など 信託銀行らフのなかのオレンジの資産運用・資産管理や、濃い青の証券代行など、信託銀行ら
しい手数料ビジネスは着実に伸びております。

また 右側にある通り 投資運用コンサルティングの販社管理手数料 不動産のリまた、右側にある通り、投資運用コンサルティングの販社管理手数料、不動産のリ
テール仲介手数料など、安定的な手数料は、緩やかながら着実に伸びております。

今後は、収益の安定性を更に高めつつ、手数料総額の拡大に向けても、スピード今後は、収益の安定性を更に高めつつ、手数料総額の拡大に向けても、スピ ド
アップをはかっていきます。

９ページをご覧下さい。



手数料ビジネス：資産運用（コンサルティング営業／企業年金）

制度 運用 管理を包括したコンサルティングを通じて強固な年金事業基盤を確立制度 運用 管理を包括したコンサルティングを通じて強固な年金事業基盤を確立制度・運用・管理を包括したコンサルティングを通じて強固な年金事業基盤を確立
制度コンサル・投資教育を軸に、DC基盤の拡大と個人の主体的な資産形成を促進
制度・運用・管理を包括したコンサルティングを通じて強固な年金事業基盤を確立
制度コンサル・投資教育を軸に、DC基盤の拡大と個人の主体的な資産形成を促進

事業主
制度設計 資産運用 サ グを展開し 体 強固な年金事業基盤を確立

21%

DC加入者数 シェア
（万人）

20% 20%
20

DB受託残高 シェア
（兆円）

事業主
（機関投資家） 制度設計・資産運用コンサルティングを展開し、DB・DC一体の強固な年金事業基盤を確立

制度・運用・管理を包括したコンサルティング
プ プ

変わらぬ強み 確固たる事業基盤

77
141

18%
21%

50

100

150

業界 位 業界 位

12.7 13.2 

20% 20%

5

10

15

業界 位 業界 位

オープンプラットフォーム（第三者商品も活用）で
お客さまのニーズに適した運用ソリューションを提供

人生100年時代を見据えた年金制度の再構築 年金財政

足元の動き

0

12/3末 18/3末

業界2位 業界1位
0

12/3末 18/3末

業界1位 業界1位

機関投資家ビジネスで培 たノウハウを活用し 個人投資家の資産形成をサポ ト

人生100年時代を見据えた年金制度の再構築、年金財政・
市場環境をふまえた運用高度化をサポート

従業員
機関投資家ビジネスで培ったノウハウを活用し、個人投資家の資産形成をサポート

従業員
（個人投資家）

DCマッチング拠出の選択率

58%当社受託先（*1）の平均 40%当社受託先（ 1）の平均

DC加入者の投信選択率

運用コンサルティング・ノウハウを活かした投資教育
高品質な加入者サポ ト（ ルセンタ 等）

変わらぬ強み

58%

銀行統合（12年）
以降の受託先

69%

46%業界全体（*2）

当社受託先（*1）の平均 40%

銀行統合（12年）
以降の受託先

73%

27%業界全体（ 2）

当社受託先（*1）の平均高品質な加入者サポート（コールセンター等）

投資教育のライフプランセミナー化、対面・非対面チャネル
の連携により 資産形成 資産運用をサポ ト

足元の動き
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46%業界全体（*2） 27%業界全体（*2）の連携により、資産形成・資産運用をサポート

（*1）当社受託先：18/3末基準。三井住友信託銀行の運営管理機関受託先 （*2）業界全体：17/3末基準。「確定拠出年金統計資料（運営管理機関連絡協議会）」より集計

企業年金市場では 高齢化の更なる進展に伴い給付超となる確定給付年金（DB）企業年金市場では、高齢化の更なる進展に伴い給付超となる確定給付年金（DB）
に対し、持続的な拡大が期待できる確定拠出年金（DC）ビジネスへの取り組みが鍵
となると考えております。

右上のグラフにある通り、当社が運営管理機関であるDC加入者は１４１万人、過去
６年間で約２倍となり、シェアも１８％から２１％に拡大、業界トップを走っております。

DCビジネスの成否は、取引先企業と一緒にその会社の福利厚生のあり方を考え、

従業員の皆様の役に立つ投資教育や使いやすいインターフェイスなどのサービス
を総合的に提供できるかにかかっていると思っています。を総合的に提供できるかにかかっていると思っています。

それが、競争力の面でも、また実際に従業員個人の方々が「投資」にどれだけ資金
を振り向けるか判断をされるかというところでも、違いになって現れて参ります。

右下の表にあります通り、当社の場合、加入者の皆さまの投信選択率は６９％、
マッチング選択比率は７３％と、共に業界平均を大きく上回っております。

１０ページをご覧下さい。



手数料ビジネス：コンサルティング営業／個人

投信 投資 任等の預かり残高の安定的 継続的な増加に向けた取り組みを強化投信 投資 任等の預かり残高の安定的 継続的な増加に向けた取り組みを強化

戦略の方向性 積立投資契約数投信・投資一任残高

投信・投資一任等の預かり残高の安定的・継続的な増加に向けた取り組みを強化
ライフステージに沿ったニーズに応え、平準払保険は各世代で取引を拡充
投信・投資一任等の預かり残高の安定的・継続的な増加に向けた取り組みを強化
ライフステージに沿ったニーズに応え、平準払保険は各世代で取引を拡充

50

60 

（千件） 資産形成層

退職前後層

シニア層2.83

3.49 
3.72 3.89 

3

4 

（兆円） 投信 ファンドラップ・SMA

戦略の方向性

安
定

積立投資契約数

DC投信・積立投資の強化

投信・投資一任残高

1年半で
継続的な資金流入源の獲得

20 

30 

40 

50 

2.45 

2.64 2.89 2.99 

 

1 

2 

3 定
収
益
の
拡

約6倍に
コア商品提案の強化

安定的な顧客預り残高の獲得

平準払保険の拡販

0 

10 

16/3末16/9末17/3末17/9末18/3末18/9末

0.37 
0.84 0.83 0.89 

0 
14/3末 16/3末 18/3末 18/9末

大

平準払保険契約者数DC投信残高収益

平準払保険の拡販

継続的な保険料収益の獲得

66 106

300 288
272

309
272300

投信販売手数料 保険販売手数料 販社管理手数料等（億円）

30 

40 

（千名）
資産形成層

退職前後層

シニア層
1.0 

（兆円）

2年半で
5倍超に

149 149 147 156 156

83
27 31 46 43

66
111 92

106 72

100

200

10 

20 

0.64 
0.88 

1.05 
1.16 

0.5 
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0
16上期 16下期 17上期 17下期 18上期

0 

16/3末16/9末17/3末17/9末18/3末18/9末
0.0 

14/3末 16/3末 18/3末 18/9末

10

個人のお客さまに対する投資運用コンサルティングは 市場の先行きに不透明感個人のお客さまに対する投資運用コンサルティングは、市場の先行きに不透明感
が強かったことから、この上期は投信の販売が伸びませんでしたが、保険の販売の
伸びとストック収益の貢献により、収益的には前年同期比で同水準となっておりま
すす。

残高にこだわり、ストック収益を積上げて、市場環境の影響を受けにくい、安定収益
を高めることが 改めて 重要と考えております。を高めることが、改めて、重要と考えております。

DCは毎月約２００億円の安定的な投信残高積上げに貢献していますが、これに加
え、足下では積立投資や平準払い保険の販売が拡大しています。え、足下では積立投資や平準払い保険の販売が拡大しています。

右端の２つのグラフのとおり、これらの商品については、資産形成層を含む幅広い
世代の顧客層で伸びが見られます。

販売の絶対額が大きくなるにはまだ、時間がかかりますが、着実に顧客基盤を拡大
し、新規資金流入のドライバーに育てていきたいと考えております。

１１ページをご覧下さい。



手数料ビジネス：資産運用（コンサルティング営業／法人）

多様な領域への投資経験を持つゲートキーパーとして 金融機関等の法人顧客の多様な領域への投資経験を持つゲートキーパーとして 金融機関等の法人顧客の多様な領域への投資経験を持つゲートキーパーとして、金融機関等の法人顧客の
投資プロセス全般をサポート

長引く低金利環境下、金融法人等の運用難を背景にAUMは着実に増加

多様な領域への投資経験を持つゲートキーパーとして、金融機関等の法人顧客の
投資プロセス全般をサポート

長引く低金利環境下、金融法人等の運用難を背景にAUMは着実に増加

（兆円）

法人アセットマネジメント事業におけるAUM（*）

金融法人等向け私募投信･オルタナティブアセット残高

（兆円）3.5年 +約60％

多様な投資家の運用ニーズに沿った商品・サービス提供

1.5年+約75％
10.0 

3.33
2.0 

3.0 

1.5年 約75％
系統上部・生損保・地域
金融機関との取引深掘

PEをはじめとした各種

10.1
11.5

5.0 

0.0 

1.0 

17/3末 18/3末 18/9末

PEをはじめとした各種
オルタナティブアセットや
投資家ニーズに合わせた

私募投信等の組成

新商品投入による
投資家層の裾野拡大

合同金信等残高

（兆円） 1.5年+約20％

0.0 

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 18/9末 20/3末

1.36
1

本邦初となる合同金信を
活用したグリーンファイナンス等、

ESG投資も含む幅広い
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15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 18/9末 20/3末

計画

11

0.5
17/3末 18/3末 18/9末

ESG投資も含む幅広い
アセットを提供

（*）私募投信・オルタナティブファンド、ローン、合同金信、仕組商品等の運用商品

金融法人への資産運用サ ビスも 低金利環境が続くなか 順調に拡大しておりま金融法人への資産運用サービスも、低金利環境が続くなか、順調に拡大しておりま
す。

特に右上グラフのオルタナティブ資産については 大手の機関投資家を中心に特に右上グラフのオルタナティブ資産については、大手の機関投資家を中心に、
プライベートエクイティ（PE）、貸出資産、再生エネルギー関連など、実際にご提供
する商品の幅も広がりつつあります。

１２ページをご覧下さい。



手数料ビジネス：資産運用ビジネス（運用）

マルチブティック戦略のもと 各運用会社の強みを活かしつつ 運用ビジネスを展開マルチブティック戦略のもと 各運用会社の強みを活かしつつ 運用ビジネスを展開マルチブティック戦略のもと、各運用会社の強みを活かしつつ、運用ビジネスを展開
運用力・商品企画力の更なる向上を企図して、18年10月に三井住友トラストAMと

三井住友信託銀行の運用機能を統合

マルチブティック戦略のもと、各運用会社の強みを活かしつつ、運用ビジネスを展開
運用力・商品企画力の更なる向上を企図して、18年10月に三井住友トラストAMと

三井住友信託銀行の運用機能を統合

100

（兆円） 三井住友信託銀行

三井住友トラストAM

資産運用残高の内訳

三井住友トラストAMに統合
AUM： 67.9兆円（単純合算）

｢中長期運用の国民的ブランド｣として国内リテール市場
での成長を企図しつつ、国内機関投資家へのプレゼンス
拡大・グローバル展開にも取り組み

三井住友トラストAMの成長戦略

76.6 
80.9 

87.2 

92.9 

80 

100 三井住友トラストAM

日興AM

リテール（兆円） 5年＋70％
三井住友信託銀行 57.2

企業年金（DB） 13 3

AUM内訳（18/9末）

拡大・グローバル展開にも取り組み

個人

グ プ外販社 販促推進

国内リテール市場での成長

51.1 
53.8 

57.2 
60 3.4

0

3

6企業年金（DB） 13.3
公的年金（DB） 33.7
その他国内法人 7.9
海外 2.2

三井住友トラストAM 10 6

DC

コアバランスやパッシブファンドに
注力、DC投信残高1位を維持

グループ外販社への販促推進

10 0 10.6

51.0 

40 

リテ ル（兆円） 年

0
18/3末

実績

23/3末

イメージ

三井住友トラストAM 10.6
個人 3.8
（うちDC） 1.1
金融機関等 6.7

日興AM 25 0
DB・金融機関

機関投資家市場での成長

17.4 20.3 23.4 25.0 

8.1 
9.5 

10.0 0.6 

20 

60.3
50

70
リテール（兆円） 5年＋10％

日興AM 25.0
個人 5.6
年金（DB） 3.0
金融機関等 2.5
ETF・MMF 10.7
海外 3 1

お客さま毎のニーズを汲み取った
ソリューション商品（カスタマイズ）提供

海外

パッシブや日本株アクティブ中心に
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0 
16/3末 17/3末 18/3末 18/9末

30
18/3末

実績

23/3末

イメージ

12

海外 3.1 パッシブや日本株アクティブ中心に
SWFやPB販社との取引拡大

資産運用ビジネスは 着実な資産拡大により 運用資産残高は約９３兆円となり資産運用ビジネスは、着実な資産拡大により、運用資産残高は約９３兆円となり、
この上期も収益増に大きく貢献致しました。

ご案内のとおり １０月から 三井住友信託銀行の運用機能を統合し 新たな三井ご案内のとおり、１０月から、三井住友信託銀行の運用機能を統合し、新たな三井
住友トラスト・アセットマネジメントがスタートをきりました。

新たな運用会社は 特にリテール市場における成長を企図し 統合以前より販売機新たな運用会社は、特にリテ ル市場における成長を企図し、統合以前より販売機
能の強化を前倒しではかっておりましたが、この上期には、次世代通信関連をテー
マとした「５G」というファンドが、運用額２，２００億円まで拡大しております。

このファンドの当社グループ外での販売比率は７６％と、従来の２０～３０％という公
募投信の外販比率と比べて大幅に高く、手ごたえを感じています。

１４ページをご覧下さい。



手数料ビジネス：資産運用ビジネス（管理）

資産管理の高度化ニ ズ アウトソ スニ ズに着実に対応資産管理の高度化ニ ズ アウトソ スニ ズに着実に対応

グループ資産管理残高

資産管理の高度化ニーズ・アウトソースニーズに着実に対応
競争力強化に向け、規模のメリットを活かした合理化・サービス高度化を追求
資産管理の高度化ニーズ・アウトソースニーズに着実に対応
競争力強化に向け、規模のメリットを活かした合理化・サービス高度化を追求

規模のメリットの追求

4 000

ファンドアドミ
カストディ

（億ドル）

125 6
145.5 

150

投信以外

投信

（兆円）

グル プ資産管理残高

国内（*1） 海外

規模のメリットの追求

資産管理ビジネスの中核会社であるJTSBとTCSB（*2）の
経営統合を実現（18年10月）

規模のメリットを活かし、合理化・サービス高度化を追求

2,639 3,054
3,505

198
384

511

2,000 

4,000 

64 5 74 6
37.4 

61.1 
70.8 

69.5 

125.6 

50 

100 

150 

JTSB株主 TCSB株主 JTSB株主 TCSB株主

第1ステップ（現状） 第2ステップ（21年（目処））

＜経営統合のストラクチャー＞

0 
13/3末 17/3末 18/9末

32.1 
64.5 74.6 

0 
12/3末 17/3末 18/9末

投信受託残高（*1）

【新設】JTCホールディングス

JTSB TCSB

【統合】  新会社

（JTCホールディングス
＋ JTSB ＋ TCSB）

36%

35%

40%

60 

残高（左軸） シェア（右軸）（兆円） 業界1位

JTSB TCSB

＜会社概要＞（*3）

＜株主・持株比率＞

JTCホールディングス

32.1 36.5 40.3 
51.0 55.6 

64.5 
73.4 74.6 

30%

35%

20 

40 
JTSB TCSB

当社 33.3%

みずほFG 27.0%

りそな銀行 16.7%

生保各社 23.0%

預かり資産残高

信託財産

常任代理人業務等

309兆円 384兆円

276兆円 141兆円

33兆円 243兆円
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13

（*2） JTSB: 日本トラスティ・サービス信託銀行、 TCSB: 資産管理サービス信託銀行
（*3） 各残高は17年12月末基準（*1）三井住友信託銀行



手数料ビジネス：不動産事業

不動産市況に天井感あり 大型物件の取引フロ は減少傾向が継続不動産市況に天井感あり 大型物件の取引フロ は減少傾向が継続

戦略の方向性

不動産市況に天井感あり、大型物件の取引フローは減少傾向が継続
取引増加が見込まれる中堅・中小不動産会社・富裕層への接触・ニーズ把握を強化
不動産市況に天井感あり、大型物件の取引フローは減少傾向が継続
取引増加が見込まれる中堅・中小不動産会社・富裕層への接触・ニーズ把握を強化

不動産仲介手数料 提携先金融機関の拡大

250

三井住友信託銀行

三井住友トラスト不動産

（億円）

60

（社）

戦略の方向性 不動産仲介手数料 提携先金融機関の拡大

Win-Winの連携拡大既存領域（大規模不動産・居住用不動産客）での
取り組みに加え、取引フロー拡大が見込まれる
ミドル領域を強化

101

101

50

100

150

200

65

20

40

大手
デベロッパー

大規模不動産三
井
住
友
信
託 REIT

デベロッパー・大企業

強固な基盤を活かし
取引領域を拡大

101

0

50

16上期 16下期 17上期 17下期 18上期
0

16上期 16下期 17上期 17下期 18上期

中堅・中小不動産会社との取引拡大

大企業

富裕層顧客との取引拡大
中規模不動産

託
銀
行

中堅企業

中堅企業

提携先からの
情報取得強化

40 

50 
5～10億円（物件価格）
10億円以上

（件）

30

40

（件）

富裕層顧客

三
井
住

環境変化に起因する
取引ニーズを補足

PB顧客・企業オーナーとの取引拡大

中堅・中小
不動産会社

中堅企業

中堅・中小不動産会社

売却提案活動強化

20 

20

10 

20 

30 

39

10

20

富裕層顧客

リテール顧客

居住用不動産

住
友
ト
ラ
ス
ト
不

富裕層

相続対策ニーズを
捉えた提案強化
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0
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リテール顧客不
動
産

不動産仲介ビジネスについてお話しします。

三井住友信託銀行の商業用不動産仲介手数料は、昨年度上期の大型案件効果の剥落
もあり２０億円のマイナスとなる一方、居住用不動産を扱う三井住友トラスト不動産は、
前年同期比５億円増、過去 高の業績となりました。

足下、不動産市況は天井感があり、大型物件の供給は依然限られると見ています。

仲介ビジネスにおいても より安定的な収益が期待できるように 今後も十分に開拓余地仲介ビジネスにおいても、より安定的な収益が期待できるように、今後も十分に開拓余地
のある、中規模不動産の取り扱いを強化させています。

具体的には 経済の不透明感から 中規模不動産会社の在庫の入替が活発になっており具体的には、経済の不透明感から、中規模不動産会社の在庫の入替が活発になっており、
それをしっかりと捕捉していく活動をしています。また、相続対策も含む富裕層顧客のニー
ズは、市況に関係なく底堅いため、この分野も収益拡大が期待できます。更に、情報ネット
ワークという観点から提携金融機関を拡大し 連携を更に強化させたいと考えておりワ クという観点から提携金融機関を拡大し、連携を更に強化させたいと考えており、
当社以外のリソースも効率的に活用して、幅広いニーズを獲得して参ります。

体制面でも、戦力の補強も行っております。体制面でも、戦力の補強も行っております。

単純な人員増ではなく、不動産業務経験があり、案件をまとめる力のある即戦力人材
２０名程度を、この下期に他事業から投入しております。

１８ページをご覧下さい。



遺言信託は相続発生前と相続発生後の双方にビジネスチャンス遺言信託は相続発生前と相続発生後の双方にビジネスチャンス

手数料ビジネス：相続ビジネス

遺言信託は相続発生前と相続発生後の双方にビジネスチャンス
信託銀行特有のビジネスとして、資産の次世代移転ニーズを後押し
遺言信託は相続発生前と相続発生後の双方にビジネスチャンス
信託銀行特有のビジネスとして、資産の次世代移転ニーズを後押し

遺言信託の対象財産総額（AUM）社会・経済情勢

4,400 

（万人）

遺言信託の対象財産総額（AUM）

15％程度

当社預かり資産の約5倍の
AUM（不動産等を含む）に財産総額

当社預り金融資産【市場】満60歳以上人口は年々増加見込

社会 経済情勢

4,000 

4,200 

AUM（不動産等を含む）に
アクセス可能

財産総額
（AUM）
3.2兆円

■ 当社預かり金融資産
■ 他社預かり金融資産
■ 不動産等

3,800 
2015 2020 2025 2030

遺言執行時（相続発生時）

■ 不動産等

（出所） 国立社会保障・人口問題研究所

30,0001,200 

執行件数（左軸）

保管件数（右軸）

（件） （件）

遺言執行時（相続発生時）

遺言執行を機に （相続人

30％以上に拡大（*）当社預り金融資産

【当社】遺言信託の保管件数増加とともに、執行件数は年々増加

22,500

25,000

27,500

400 

800 

（*）遺言執行完了時における、相続人との
当社取引（サンプル調査）

遺言執行を機に、（相続人
との）当社との取引を拡大
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基盤獲得 シニア 退職前後層中心の顧客基盤を資産形成層に拡大基盤獲得 シニア 退職前後層中心の顧客基盤を資産形成層に拡大

（参考）ビジネス戦略：手数料ビジネス（基盤獲得と世代循環）

基盤獲得：シニア・退職前後層中心の顧客基盤を資産形成層に拡大
世代循環：相続関連ビジネスを活用し、取引基盤の循環を進め、持続的成長へ
基盤獲得：シニア・退職前後層中心の顧客基盤を資産形成層に拡大
世代循環：相続関連ビジネスを活用し、取引基盤の循環を進め、持続的成長へ

個人へのトータルソリューション営業モデル個人へのト タルソリュ ション営業モデル

安定収益基盤の拡充

積立投資 老後資金

資産 磐
石

住宅
ローン

退職金
運用

資産運用
相続・遺言

積立投資
平準払保険

老後資金
の調達

強化 強化

な
顧
客
基
盤

資産形成層 退職前後層 シニア層

住宅ローン顧客、DC・職域顧客、
ダイナースクラブ会員など

60代 70代 80代10代 20代 30代 40代 50代

盤
の
構
築

相続・贈与

負債

相続・贈与
（世代循環）

強みを更に強化
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（参考）ビジネス戦略：地域金融機関との連携

専門性の高い資産運用 資産管理 不動産 マ ケ ト 相続など幅広い機能を専門性の高い資産運用 資産管理 不動産 マ ケ ト 相続など幅広い機能を専門性の高い資産運用・資産管理、不動産、マーケット、相続など幅広い機能を
活用し、地域金融機関等のビジネスニーズや収益源泉多様化を包括的にサポート

専門性の高い資産運用・資産管理、不動産、マーケット、相続など幅広い機能を
活用し、地域金融機関等のビジネスニーズや収益源泉多様化を包括的にサポート

【資産運用・資産管理】 合弁運用会社の資産運用残高 【不動産】 不動産ソリューション成約件数

160 

150 
（件）1,924 

2,000 スカイオーシャンAM JP投信

【資産運用 資産管理】 合弁運用会社の資産運用残高 【不動産】 不動産ソリュ ション成約件数

資産運用会社の共同運営／コンサルティングの営業ノウハウ提供

（億円）

不動産運用・処分等ニーズに応じたソリューション提供

50 

100 
728 

500 

1,000 

1,500 

0 
16上期 16下期 17上期 17下期 18上期

0 
17/3末 17/9末 18/3末 18/9末

【相続関連】 相続関連（代理店案件）成約件数 【マーケット】 金融法人取引額（*）の推移

金利・為替リスクに対するヘッジニーズへの対応をサポート遺言信託・資産承継などのサービス提供

7,648

6 000

8,000

(億円)

金利 為替リスクに対するヘッジニ ズへの対応をサポ ト

341

300 

400 
（件） （*）通貨オプション、為替フォワード、金利デリバティブ等

遺言信託 資産承継などのサ ビス提供

4,000

6,000

100 

200 
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資金ビジネス：クレジットポートフォリオ（三井住友信託銀行）

個人向けは住宅ローンを中心に安定的に拡大 法人向けは残高維持しつつ個人向けは住宅ローンを中心に安定的に拡大 法人向けは残高維持しつつ個人向けは住宅ローンを中心に安定的に拡大、法人向けは残高維持しつつ
資産入替による収益性向上に取り組み

円貨・外貨ともに調達コスト抑制に注力、国内預貸収支も改善

個人向けは住宅ローンを中心に安定的に拡大、法人向けは残高維持しつつ
資産入替による収益性向上に取り組み

円貨・外貨ともに調達コスト抑制に注力、国内預貸収支も改善

貸出金

預金等（*1）
顧客受信・中銀預金等

シニア債

個人
法人向け（円貨）

クレジットポートフォリオの状況 外貨コア調達の状況国内預貸収支の状況

547 554 558
604 629 

750 

預金等（ ）

預貸収支
（億円）

72.2 71.1 72.6

シニア債

顧客資産レポ（*2）

円投（CCS）（10億ドル）

9 6

28.4
29.4 29.4 30.1

30

法 け（ 貨）
法人向け（外貨）

（兆円）

740 737 740 751 752 

547 554 558 

500 56.0

50

7.9 8.9 9.4 9.6

20

0

250 
13.1 13.6 13.8 13.9

10

△193 △182 △181 △147 △122 

△250 

0

16上期 16下期 17上期 17下期 18上期
0

16/3末 17/3末 18/3末 18/9末

7.2 6.8 6.2 6.5

0

16/3末 17/3末 18/3末 18/9末
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（*2）カストディ顧客資産を活用したレポ取引（*1）譲渡性預金を含む

資金ビジネスの総括をお話しします資金ビジネスの総括をお話しします。

真ん中のグラフをご覧下さい。

冒頭でお伝えした通り、国内の資金調達コストは着実に削減がはかれています。
また、右側グラフのとおり、外貨調達についても、長期の調達をCCSからカストディ
顧客の資産を使った調達などへ分散しつつ コストの削減を進めています。顧客の資産を使った調達などへ分散しつつ、コストの削減を進めています。

１９ページをご覧下さい。



資金ビジネス：法人向け与信（三井住友信託銀行）

 低採算資産の圧縮や外貨建資産のスプレッド改善等 クレジットポ トフォリオ改革は 低採算資産の圧縮や外貨建資産のスプレッド改善等 クレジットポ トフォリオ改革は 低採算資産の圧縮や外貨建資産のスプレッド改善等、クレジットポートフォリオ改革は
進展。バーゼルⅢ 終化を踏まえてもその方向性は不変

 注力のプロダクト関連資産は収益性、安全性（回収率・期間）重視で選別的に取り組み

 低採算資産の圧縮や外貨建資産のスプレッド改善等、クレジットポートフォリオ改革は
進展。バーゼルⅢ 終化を踏まえてもその方向性は不変

 注力のプロダクト関連資産は収益性、安全性（回収率・期間）重視で選別的に取り組み

30

プロダクト関連（外貨） プロダクト関連（円貨）

コーポレート（外貨） コーポレート（円貨）

プロダクト関連与信比率

法人クレジットポートフォリオ計画

縦軸：18/9末残高（兆円、カッコ内は16/3末比増減）
横軸：期間

リバランスの実施

9 8

コーポレートからプロダクト関連資産へのシフト強化

スプレッド水準

高・・・100bp以上

中・・・50bp～100bp

（兆円）

20 49 20 49 20 50

27%
28% 29% 29%

31%

30%
25

30

有担保

9.8

（△0.43）

3.9

（△0.17）

中 50bp 100bp

低・・・50bp以下

高信用

高流動性

2.77 2.91 2.94 2.93 3.18

2.78 2.88 2.81 2.99 3.04

20.49 20.49 20.02 20.50 20.13

20%

15

20 1.17
（+0.55）

高流動性

国内再生エネル

4.51 3.93 3.40 3.57 3.29

0%

10%

10
0.33

（+0.17）
0.26

（+0.09）

0.34
（+0.08）

短
期

長
期

ギー関連が牽引

10.42 10.76 10.86 11.00 10.61

-10%

0%

0

5

16/3末 17/3末 18/3末 18/9末 19/3末

低 高 高 高

コーポ
レート

ﾄﾚｰﾄﾞ･
ｺﾓﾃﾞｨﾃｨ/

コーポ
レート

海外
不動産

航空機 プロジェクト
ファイナンス

円貨：低

外貨：中

期 期

円貨：中

外貨：高
ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ
水準
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16/3末

実績

17/3末

実績

18/3末

実績

18/9末

実績

19/3末

計画

19

レ ト
（短期）

ｺﾓﾃ ｨﾃｨ/
ｻﾌﾞｽｸ

ﾘﾌﾟｼｮﾝ･
ﾌｧｲﾅﾝｽ等

レ ト
(長期)

不動産
NRL(*)

ファイナンス

（ドル/円） （113.58）（106.24）（112.15）（112.63） (*)日系スポンサー案件が過半

収益性改善を目的とした 法人与信ポ トの入替も 進展させています 外貨ポ ト収益性改善を目的とした、法人与信ポートの入替も、進展させています。外貨ポート
フォリオについては、１６年度、１７年度の２年間で１４bpのスプレッド改善を行いまし
たが、この上期にも更に、３ｂｐ改善させております。

なお、プロダクト関連与信のボリューム積上げは、計画に比べると若干スローです
が、世界経済の不透明感も鑑み、無理な拡大をせず、「高い信用・高い流動性」、

或いは「有担保」の案件など 引き続き慎重に選別して取組んでいきたいと考えてお或いは「有担保」の案件など、引き続き慎重に選別して取組んでいきたいと考えてお
ります。

２１ページをご覧下さい。２１ ジをご覧下さい。



資金ビジネス：外貨バランスシートの状況（三井住友信託銀行）

外貨 アB/Sは 流動性リスク 調達 ストに配意しつつ CCSによる調達を縮小外貨 アB/Sは 流動性リスク 調達 ストに配意しつつ CCSによる調達を縮小外貨コアB/Sは、流動性リスク・調達コストに配意しつつ、CCSによる調達を縮小
NCD・USCPによる短期調達は、バッファと位置付け、I/Bや為替市場で短期運用
外貨コアB/Sは、流動性リスク・調達コストに配意しつつ、CCSによる調達を縮小
NCD・USCPによる短期調達は、バッファと位置付け、I/Bや為替市場で短期運用

外貨B/Sの状況（18/9末）（単位：10億ドル） ベーシススプレッド（CCS）の推移（米ドル・円）

100 

3M 2Y
（bp）

外貨B/Sの状況（18/9末）（単位：10億ドル）

（18/3末） （18/3末）

ベ シススプレッド（CCS）の推移（米ドル 円）

顧客受信・
中銀預金等

51.7貸出 54.7
80 

外貨コアB/S

55.9
48.7

円投（CCS） 10.1

顧客資産レポ（*） 6.2

シニア債等 4 5

クレジット債券 4.5

40 

60 

3.9
12.7

5 2シニア債等 4.5

NCD
46 2

I/B運用
FX FWD等

56.4

0 

20 

52.2

5.2

4.5

USCP
46.2

債券 ポ債券投資 13 2

17/3 17/6 17/9 17/12 18/3 18/6 18/9
外貨余資の
市場運用

42.9

（ ）カ トデ 顧客資産を活用した ポ取引 従来は｢円投（ 等） に含め たが
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債券レポ 10.0債券投資 13.2

20

上記合計 128.9 上記合計 128.9122.4 122.4

10.2 8.2
（*）カストディ顧客資産を活用したレポ取引。従来は｢円投（CCS等）｣に含めていたが、

今回より｢円投（CCS）｣とは別項目として開示



資金ビジネス：個人向けローン

効率的な営業により 優良な住宅ロ ン残高を着実に積み上げ効率的な営業により 優良な住宅ロ ン残高を着実に積み上げ効率的な営業により、優良な住宅ローン残高を着実に積み上げ
住宅ローン取引を起点とした、資産形成層顧客との取引は、着実に拡充
効率的な営業により、優良な住宅ローン残高を着実に積み上げ
住宅ローン取引を起点とした、資産形成層顧客との取引は、着実に拡充

個人ローン残高 効率的な営業体制（住宅ローン） 住宅ローン顧客との取引拡充

2 6 2 80 3
0.3 0.3 

10.2
11.5 

12.4 12.8 

（兆円）
三井住友トラスト・ローン＆ファイナンス
住信SBIネット銀行
三井住友信託銀行 48%45% 疾病保障保険付保率（金額ベース）

不動産業者ルート

個人ロ ン残高 効率的な営業体制（住宅ロ ン） 住宅ロ ン顧客との取引拡充

新規実行時のソーシングチャネルの内訳 （*1）

7.9 8.9 9.4 9.6 

2.0 
2.2 

2.6 2.8 
0.3 

0.3 10.2 

5 

10 

24%

39%

25%

35%住信SBIネット銀行

WEB

職域70％

17％

0 
16/3末 17/3末 18/3末 18/9末

15%

16上期 16下期 17上期 17下期 18上期

店頭等

優良な顧客基盤（住宅ローン）（*2） 住宅ローン固定（10年） 優遇金利（*3）住宅ローンを入口とした顧客基盤拡充

（*1）18上期実績

18%

0.9%

0.7%

0.9%

主要行A主要行B

主要行C

30%

35%

40%

デ
フ
ォ
ル

（
L

資産形成層
の約1/4は

住宅 から

世代別顧客構成（18/9末）

43%

39%

0.3%

0.5%

月 月 月 月 月 月

当社

主要行D

20%

25%

ル
ト
時
損
失
率

L
G
D
）

住宅ローンから
取引を開始
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（*3）三井住友信託銀行取扱住宅ローン リレープランフレックス。
利用には所定の要件、審査が必要。

15%

0.3% 0.4% 0.5% 0.6% 0.7% 0.8% 0.9%
デフォルト確率（PD）

（*2）18/3末基準

個人ロ ンについては 残高をしっかりと確保しております個人ローンについては、残高をしっかりと確保しております。

左下の円グラフのとおり、現在当社と取引を頂いているお客さまのうち、住宅ローン
を入り口にしたお客さまは 資産形成層顧客の４分の１を占め 重要な新規取引のを入り口にしたお客さまは、資産形成層顧客の４分の１を占め、重要な新規取引の
きっかけとなっております。

また 右上グラフのとおり 住宅ローンをきっかけにしたほかのサービス提供もすすまた、右上グラフのとおり、住宅ロ ンをきっかけにしたほかのサ ビス提供もすす
んでいます。足下では約半数の住宅ローンのお客さまに、疾病保険などのサービス
を提供しています。

２２ページをご覧下さい。



（参考）バーゼルⅢ 終化による影響

バーゼルⅢ 終化により コーポレート向け与信のリスクウェイトが上昇する一方バーゼルⅢ 終化により コーポレート向け与信のリスクウェイトが上昇する一方バーゼルⅢ 終化により、コーポレート向け与信のリスクウェイトが上昇する一方、
プロダクト与信は低下するものが多く、与信ポートフォリオ変革の方向性は不変
取組意義・目的等をふまえた対応により、総合取引ベースでの収益性向上をはかる

バーゼルⅢ 終化により、コーポレート向け与信のリスクウェイトが上昇する一方、
プロダクト与信は低下するものが多く、与信ポートフォリオ変革の方向性は不変
取組意義・目的等をふまえた対応により、総合取引ベースでの収益性向上をはかる

（参考）バーゼルⅢ 終化による
｢総合取引｣の展開も企図して ト タルソリ

｢与信取引｣の意義・目的 取り組みの方向性

総合的な収益性も

＋10％
（40％→50％）

コーポレート

（参考） 終
リスクウェイト（*）の変化イメージ

｢総合取引｣の展開も企図して、トータルソリュー
ションの一環として取り組むもの

リスク・リターンに

総合 性
勘案した、

残高の 適マネージ

（40％→50％）

プロダクト
△10％

（100％→90％）

法人向け
顧客起点も含む、プロダクト関連与信など｢高収
益性の与信取引｣を目的とするもの

リスク・リターンに
配意しつつ

選別的に積み上げ

（100％ 90％）

＋15％
（10％→25％）

住宅ローン

当社ノウハウを活かすセイム・ボート投資など、
｢資産運用ビジネスへの展開｣を目的とするもの

｢推進ドライバ｣
として取り組み

（*）18/3末の与信ポートフォリオを前提に、
標準的手法による資本フロア掛け目（72.5％）を
考慮した後のリスクウェイト（試算値）

個人向け
（住宅ローン）

｢与信取引及び保険等の付帯取引からの収益
獲得｣に加え、｢資産形成層の顧客基盤拡大｣を
目的とするもの

総合的な収益性を
踏まえつつ、総量

マネージのフェーズへ
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バ ゼル３ 終化を見据えた与信ポ トの方向性についてお話ししますバーゼル３ 終化を見据えた与信ポートの方向性についてお話しします。

資産種別ごとの、資本規制強化による影響としては、右にお示しているとおり、
コーポレートローンや住宅ローンにおいて リスクウエイトが上昇することになりますコ ポレ トロ ンや住宅ロ ンにおいて、リスクウエイトが上昇することになります。

法人向け貸出については、ローンを起点にお客さまの幅広いニーズを発掘し、トー
タルソリューションサービスへの展開を強化するものや プロダクト関連与信など収タルソリュ ションサ ビスへの展開を強化するものや、プロダクト関連与信など収
益性の高さを目的とするものなど、ローンのプロファイルと意義を考えつつ、取り組
みボリュームを 適化して参ります。

２３ページをご覧下さい。



デジタル戦略の推進：全体像

既存事業領域の生産性向上は着実に進捗既存事業領域の生産性向上は着実に進捗既存事業領域の生産性向上は着実に進捗
「信託ならでは」のトータルソリューションモデル進化へ付加価値創出
既存事業領域の生産性向上は着実に進捗
「信託ならでは」のトータルソリューションモデル進化へ付加価値創出

デジタル活用による
顧客価値の創造

外部に開かれた「信託ならでは」の
プラットフォーム構築

新
た
な
顧
客

デ
ジ

業務スタイル

IT
アーキテクチャ

客
価
値
創
造
へ

タ
ル
活
用

相続プラットフォーム
不動産プラットフォーム

AI活用による運用高度化
ホスト連動タブレット端末活用

「信託らしい」情報価値を
活用した事業横断

信託固有の複雑な

へ
の

既

推進
体制

戦略実現に
向けた投資

組織体制
人材育成

活用した事業横断
トータルソリューション

オペレーションの改善既
存
技
術
・
ア

付
加
価
値 RPA 約50万時間（3カ年）ア

セ
ッ
ト
の

値
深
化

人事・総務コンサルティング
事業横断のデータ分析

RPA 約50万時間（3カ年）
OCR ペーパーレス化
証券代行コールセンターAI
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デジタル戦略については、左側の２つの短期的な成果を狙う領域と、右側の信託らしさを追求し、
中長期で付加価値創出を狙う領域に分けて考えています。

この上期中には、RPAだけで４万時間の業務削減効果がでています。まだ緒に就いたばかりで

すが、導入に伴う周辺事務の見直しなども含めると効果はさらに大きく、しっかり進めていきた
いと考えていますいと考えています。

なお、当社のRPAの取り組みについては少し特徴がございます。これは信託銀行の「多品種な
事務」という特性に関係するものです。

まず、従来は高額のコストがかかるため導入をあきらめかけていた事務のシステム化が、低コ
ストのRPAにより導入ができるようになった例がいくつもあります。それにより、合理化がはかれ

ますています。

もうひとつの特徴は、アプローチの違いです。

当社はRPAの開発を完全にユーザーである各事業に任せてしまわず、本部が関与し、取りまと
めるアプローチをとっています。

本部が関与することにより、エラー対応のノウハウも集積し、改良されたパーツを他の分野も含
めて広く使うことで、高い業務品質のRPAを生み出し、中期的な生産性をあげることができます。

事務これは、事務を専門とする信託銀行ならではの発想と言えると思います。

 ２５ページをご覧下さい。



経費戦略・OHRの改善

経費削減 効率化を追求しつつ 粗利益拡大とあわせたOHR改善を追求経費削減 効率化を追求しつつ 粗利益拡大とあわせたOHR改善を追求経費削減・効率化を追求しつつ、粗利益拡大とあわせたOHR改善を追求
ROE向上の観点からもOHR改善に向けた取り組みを加速
経費削減・効率化を追求しつつ、粗利益拡大とあわせたOHR改善を追求
ROE向上の観点からもOHR改善に向けた取り組みを加速

OHRの状況 経費投入の方向性

64.5%

粗利益（左軸） 総経費（左軸） OHR（億円）

OHRの状況 経費投入の方向性

人件費
生産性の向上により、

横ばいを維持

61.7%
61.1%

4,000 

6,000 

物件費

システム
関連費

開発・保守等を効率化しつつ、
生産性向上・収益拡大に向けた

戦略投資は増加

2,000 
16年度

実績

17年度

実績

18年度

計画

（参考）事業別実質業務純益・OHRの状況

一般
物件費

拠点再編等のグループベースでの
コスト抑制により減少

OHR改善に向けた取り組み

17年度 18年度

（億円） 上期 粗利益 総経費 OHR 上期 17上期比

実質業務純益 1,266 3,671 △ 2,202 60% 1,469 202 

個人TS事業 123 995 △ 834 84% 160 37 

個人TS 事務量削減・店舗効率化

証券代行
AI等の技術活用による

効率化 合理化
法人事業 548 950 △ 350 37% 599 51 

証券代行事業 91 194 △ 95 49% 99 7 

不動産事業 136 239 △ 120 50% 118 △ 17 

受託事業 268 888 △ 564 64% 323 55 

証券代行
効率化・合理化

受託
（資産運用）

資源集中による競争力の向上
（三井住友トラストAM）

受託 再信託先（JTSB）の経営統合
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マーケット事業 195 292 △ 76 26% 216 20 

その他 △ 97 109 △ 160 146% △ 50 47 

受託
（資産管理）

再信託先（JTSB）の経営統合
による規模のメリット追求



店舗戦略・業務効率化

重複店舗集約は既に完了 機動性を重視した戦略的な店舗運営（機能 戦力運営重複店舗集約は既に完了 機動性を重視した戦略的な店舗運営（機能 戦力運営

店舗形態 機動的かつ柔軟に店舗形態を選択店舗機能 デジタル化推進で機動性向上

重複店舗集約は既に完了。機動性を重視した戦略的な店舗運営（機能・戦力運営・
形態）により顧客接点を拡大させ、トップライン成長を追求

重複店舗集約は既に完了。機動性を重視した戦略的な店舗運営（機能・戦力運営・
形態）により顧客接点を拡大させ、トップライン成長を追求

店舗形態 機動的かつ柔軟に店舗形態を選択

信託型次世代店舗
コンサルプラザ調布（18年9月オープン）で先行的に取り組み

店舗機能 デジタル化推進で機動性向上

コア機能 オプション機能 賃借
スペース

返却
ATMなど外訪・店頭など

立地・商圏にあわせ、必要な機能のみ装備

完全予約制ATMなし
休日・時間外

の拡充
従
来

事務
エリア

事務
センター化

セミナー

接客
スペース

戦力運営 『ボーダレス』による機動的な運営

コンパクト（広さ従来の1/5）

蓄積したノウハウを 次の店舗開発に柔軟に応用

事務
エリア

今
後

ルーム
拡充

スペース
捻出

接客
スペース（拡大）

店舗A

蓄積したノウハウを、次の店舗開発に柔軟に応用

事務量削減の取り組み

同一店舗内 近隣店舗間

営業と事務

事務量10％削減（外訪端末導入）＜第1段階＞ 完了済

店舗B

店舗間の
機能を 適化 事務量50％削減（端末機能拡張など）＜第2段階＞

事務量70％削減（更なるデジタル化）＜第3段階＞
平日と休日 店頭と外訪

3つの
ボーダレス

事務量10％削減（外訪端末導入）＜第1段階＞ 完了済

開発着手済

具体化計画
策定済
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平日と休日 店頭と外訪 策定済

 足下すすめている店舗戦略についてお話しします。

 当社の店舗戦略は、ひとことで言うと「機動性を重視」した店舗戦略。「アジャイル」と言っても良いかも知れません。

 ポイントは３つあります。

 まずは「店舗機能」です。デジタル化推進により、お客さまのニーズの違いや店舗の立地にあわせた機能を、自由に組み合
わせて提供することができますわせて提供することができます。

 その結果、事務スペースを中心に、スペースの大幅な削減が可能となり、空いたスペースは、返却が可能となります。返却が
難しい場合には、小規模な事務センターや、セミナーにも活用できる営業スペースの拡充など、生産性向上に活用して参りま
す。す。

 ２つ目は、戦力の効率的、弾力的な運営です。

 例えば、店頭で受付をした担当者がそのお客さまの自宅を往訪させて頂くことで、お客さまとのリレーションを強め、コンサル
グティングの深さ、レベルも更に高めることができます。

 また、休日や時間外の営業体制も強化しており、足下では来店客数の１０％弱を占める水準になっています。

 ３つめは 店舗形態です ３つめは、店舗形態です。

 この９月に調布にコンサルティングプラザをオープンしました。ATMをなくし、完全予約制を導入、店舗面積も従来の１/５とす
るなど、信託型次世代店舗の「さきがけ」と位置づけています。

 ただ、店舗形態についてはこれが固定的なモデルではないと考えています。店舗機能を柔軟に選択できるので、調布での経
験も踏まえて、次の店舗開発に機動的に生かしていくことができます。

 当社の場合、個人ビジネスにおいては、当社のコンサルティングへのお客さまのニーズは強く、拠点数の単純な縮小は考え
ていません。むしろ、軽量、フレキシブルな店舗戦略により、経費削減は追求しつつ、お客さまとの接点を増やし、トップライン
の成長に繋げていくことができると考えています。

 ２６ページをご覧下さい。



リスクへの備え（金利）

マ ケット事業における債券運用については 米金利上昇リスクを踏まえ 抑制的なマ ケット事業における債券運用については 米金利上昇リスクを踏まえ 抑制的なマーケット事業における債券運用については、米金利上昇リスクを踏まえ、抑制的な
運営を継続（債券現物縮減・ヘッジ取引活用）

安定的な対顧客サービス関連を中心に収益を確保

マーケット事業における債券運用については、米金利上昇リスクを踏まえ、抑制的な
運営を継続（債券現物縮減・ヘッジ取引活用）

安定的な対顧客サービス関連を中心に収益を確保

970 975

（億円） 財務マネージ 投資 対顧客サービス
（）内は上期実績

米国金利リスク量（10BPV）（単体） マーケット事業収益

3 06%

150 
デリバティブ（ヘッジ会計）
債券現物（米国債）
債券ベア投信
デリバテ ブ（時価会計）

（百万ドル）

左軸

348
471

970 975

82

1,000

500

通期計画

3.06%

3.0% 

100 

デリバティブ（時価会計）
合計
米金利10年（右軸）

172
77 175 71

（36）

33

82 544

（292）

500

500
2.0% 

50 
449 426 395 439

（256）

（36）

0

1.0% 

0

△ 487 

△ 500

0.0% 
0 
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△ 500
14年度 15年度 16年度 17年度 18上期
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△ 1.0% △ 50 
16/9末 17/3末 17/9末 18/3末 18/9末

ここからは リスクへの備えについて 少し詳しくお話ししますここからは、リスクへの備えについて、少し詳しくお話しします。

まず、左のグラフの青い線の通り、米国金利に対するネットのリスク量は極めて限
定的です定的です。

なお、債券現物とそのヘッジ取引の両建てについては、基本的には 今後、削減の
方向を想定しています。方向を想定しています。

２７ページをご覧下さい。



リスクへの備え（信用）

クレジ トポ トフォリオは 分散 期間 取組金額に配意した慎重姿勢を堅持クレジ トポ トフォリオは 分散 期間 取組金額に配意した慎重姿勢を堅持クレジットポートフォリオは、分散・期間・取組金額に配意した慎重姿勢を堅持
ダウンサイドにも配慮、リスク耐性のある高いクオリティを維持
クレジットポートフォリオは、分散・期間・取組金額に配意した慎重姿勢を堅持
ダウンサイドにも配慮、リスク耐性のある高いクオリティを維持

不動産NRL（国内）（18/9末残高1 1兆円）事業性ローン（18/9末残高5 290億円・個人ロ ン全体の5％）

7%
8%

東京地区（23区）

東京地区（23区外）

大阪地

7%
8%

東京地区（23区）

東京地区（23区外）

大阪地

4%
50%未満

50～70%

70%超

不動産NRL（国内）（18/9末残高1.1兆円）

高い健全性を維持
（大宗LTV70％以下）

都市圏の
優良物件中心

事業性ローン（18/9末残高5,290億円・個人ローン全体の5％）

＜用途別＞36%

28%

大阪地区

名古屋地区

その他

36%

28%

大阪地区

名古屋地区

その他
55%

41% LTV（外部鑑定
評価ベース）

（*1）残高ベ ス

「3大都市圏」 92％

稼働率 約90％（*2）

駅徒歩10分以内 約80％融資物件所在
エリア別シェア （*1）

＜用途別＞
オフィス 53％ 
物流 17％ 
商業 17％ 
住宅 1％ 

3億円以上

21%

北米 欧州 アジア・オセアニア その他

21%

非日系向け与信（18/9末残高 3.8兆円）（*5）

（*2)毎年、融資対象物件のうち
約1/3を抽出し、実踏目視での
稼働状況を確認

（*1）残高ベース

顧客の資産超過額は

その他 12％ 

31%
25%

3億円以上

1～3億円

1億円未満

36%

12%

北米 欧州 アジア・オセアニア その他
地域の集中を抑制

新興国向け残高も限定的

顧客の資産超過額は
1億円以上が約75％

顧客資産超過額
別シェア （*3 *4）

イタリア 約 30億円 

スペイン 約 170億円 

44%

25%
地域別内訳

別シェア （*3,*4） ス イン 約 億円

東欧（ポーランド） 約 110億円 

なし

 中近東 約 2,950億円 

その他  中南米 約 1,410億円 

その他 約 330億円

ロシア・ギリシャ・ポルトガル
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27%
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（*5）18/9末 終リスク国ベース

（*3）社内管理ベース。過去3年間の取組を対象に集計。
（*4）顧客資産超過額は、顧客総資産（融資対象物件評価額を含む）から

顧客総負債（貸出金額を含む）を控除して算出

 その他 約 330億円 

次に 信用リスクの状況です次に、信用リスクの状況です。

まず、事業性ローンについては、当社の場合、大きな懸念はありません。

残高は約５，０００億円と三井住友信託銀行の個人向けローン全体の５％と限定的
です。

また、対象物件は三大都市圏の優良案件中心に取り組んでおり、個々の取引につ
いて、取組時のキャッシュフロー見通しを保守的に評価し、取組後も稼働状況を定
期的に確認する運営を以前から徹底しています。期的に確認する運営を以前から徹底しています。

対象となるお客さまも、負債を差し引いたネット資産１億円以上のお客さまが中心で
す。

なお、非日系与信についても、右下グラフの通り、分散をきかせているほか、新興国
など懸念のある国のエクスポージャーも限定的です。

２８ページをご覧下さい。



リスクへの備え（株価）

株価リスクについては ヘッジ比率を引き上げ 時価変動への耐性強化株価リスクについては ヘッジ比率を引き上げ 時価変動への耐性強化株価リスクについては、ヘッジ比率を引き上げ、時価変動への耐性強化
政策保有株式については、バーゼルⅢ 終化による影響等をふまえ、計画に沿った

着実な削減を進めつつ、計画期間中に累計2,000億円の売却を目指す

株価リスクについては、ヘッジ比率を引き上げ、時価変動への耐性強化
政策保有株式については、バーゼルⅢ 終化による影響等をふまえ、計画に沿った

着実な削減を進めつつ、計画期間中に累計2,000億円の売却を目指す

政策保有株式削減計画(16～20年度)

ベース部分 ヘッジ比率50％程度から 65％程度へ引上げ

追 加 部 分 ヘッジ量を機動的に調整（株価に対して逆張り）

ヘッジ取引による政策保有株式リスク量の削減

株価リスク削減、経済価値コントロールを目的

合計ヘッジ比率

85％程度

普通株式等Tier1資本（有価証券評価差額除き）対比半減
 1,500億円～2,000億円程度（取得原価ベース）の売却

1.5

時価（兆円）

42%

35%
33%

追 加 部 分 ヘッジ量を機動的に調整（株価に対して逆張り）

16/3末比
半減へ

85％程度

一時的なポジションは解消済

（億円）

0 5

1.0

6,945 6,304 6,127

0.0

0.5

株式

16,364
18,091 18,773

△ 1.0

△ 0.5
政策株式ヘッジ（ベース部分）

政策株式ヘッジ（追加部分）

政策株式ヘッジ（一時的）

ネット

16/3末 18/3末 18/9末 21/3末

 株式 （取得原価）

 普通株式等Tier1資本 （有価証券評価差額除き）

株式（時価）－ヘッジ相当額

現行計画に基づく削減累計額：844億円（*）
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△ 1.5
13/3末 15/3末 17/3末 18/3末 18/9末

実績 実績 速報 計画

28

18/9末 は7％に抑制
株式（時価） ヘッジ相当額

普通株式等Ｔｉｅｒ1資本
（*）経営統合以来（11年度～18年上期）削減累計額：2,986億円

株式相場の変調に対しても 備えを強化しています株式相場の変調に対しても、備えを強化しています。

政策保有株に対するヘッジは、ベース部分のヘッジ比率を５０％から６５％に変更し
ましたました。

これにより、機動的に運営している追加部分のヘッジを含めると、政策保有株の時
価全体に対するヘッジ比率は現在概ね８５％になります。価全体に対するヘッジ比率は現在概ね８５％になります。

なお、昨年度、株価が急上昇した時に、ベア投信の評価損益拡大をロックするため、
ブル投信による両建てポジションを一時的に構築しましたが、上期中に解消し、評ブル投信による両建てポジションを 時的に構築しましたが、上期中に解消し、評
価損を実現しています。

ヘッジ投信の評価損については、あくまで現物と合わせた全体の評価損益のマ損 、 損
ネージと捉えており、今後も既存ポジションの調整は一定程度行いますが、株式関
係損益への影響は限定的なものに止まる見込みです。

３０ページをご覧下さい。



財務・資本政策財務・資本政策
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財務・資本政策： 現状の資本に対する自己評価と当面の資本運営

中期経営計画 現行株主還元方針に則り 利益成長 資本効率向上を推進しつつ中期経営計画 現行株主還元方針に則り 利益成長 資本効率向上を推進しつつ

自己評価

中期経営計画・現行株主還元方針に則り、利益成長・資本効率向上を推進しつつ、
株主還元を中期的に強化

中期経営計画・現行株主還元方針に則り、利益成長・資本効率向上を推進しつつ、
株主還元を中期的に強化

十分性の目標水準
 規制要求7.5％、財務・経営バッファ2.5％（*1）

 長期のサービスを提供する信託の特性から一定の
相対優位性は確保

普通株式等Tier1比率 10％程度
（規制強化を勘案した 終化ベース）

自己評価

終化ベースの目標水準達成へ
向かう蓄積段階

相対優位性は確保

現在のステージ
 規制適用ベース 11.7％
 終化ベース 9％台前半（*2）

蓄積を進めつつ、利益成長・資本
効率・株主還元とのバランスに配意

当面の資本運営

 中期経営計画の着実な遂行によるROE向上
（利益成長と資本効率の高いビジネスモデルの追求） 【KPI】（*3） 17年度

実績
19年度

中期計画当面の資本運営
 資本の蓄積を進めつつ、成長機会の追求、業績に応

じた株主還元強化とのバランスを勘案した運営

実績 中期計画

利益成長 1,539億円 1,800億円

資本効率 7.4％ 8％程度

株主還元 37.4％ 40％程度

中長期的な展望
 将来的に資本が十分な水準に達した後は、事業環境を踏まえた成長可能性や株式価値評価

の状況等を見極め、資本政策・株主還元を検討
 業績に応じた株主還元の強化に加え、資本効率改善を目的とした自己株式取得も視野へ
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（*1）リスク・アセットに対する必要な普通株式等Tier1資本の比率 （*2）普通株式等Tier1比率（18/9末基準）。 規制適用ベースは速報値、 終化ベースは試算値
（*3）利益成長：親会社株主純利益、資本効率：株主資本ROE、株主還元：総還元性向

資本政策と 還元方針について お話しします資本政策と、還元方針について、お話しします。

９月末のCET1比率は１１．７８％、 終化ベースで９％台前半の水準になります。

３１ページをご覧下さい。



財務・資本政策： 株主還元方針

業績に応じた配当と自己株式取得の実施により 中期的に株主還元強化を目指す業績に応じた配当と自己株式取得の実施により 中期的に株主還元強化を目指す業績に応じた配当と自己株式取得の実施により、中期的に株主還元強化を目指す
方針のもと、2019年度に総還元性向40％程度への引き上げを目指す

業績に応じた配当と自己株式取得の実施により、中期的に株主還元強化を目指す
方針のもと、2019年度に総還元性向40％程度への引き上げを目指す

＜株主還元方針＞ （2017年5月公表）＜株主還元方針＞ （2017年5月公表）
業績に応じた株主利益還元策として、普通株式配当につき、連結配当性向30％程度を目処とする配当
還元を維持しつつ、利益成長機会とのバランスや資本効率性改善効果を踏まえた自己株式取得等の
実施により、中期的に、総還元性向を40％程度に段階的に引き上げ、還元の強化を目指すこととする。

株主還元

配当性向30％程度
配当性向30％程度 ＋ 総還元性向40％

（参考）自己株式取得

実施時期 取得金額 対年度利益還元

37.4%
35 4% 40%

50%配当（左軸）

自己株式取得（左軸）

総還元性向（右軸）

（億円）

配当性向30％程度
機動的な自己株式取得 程度を目指す

実施時期 取得金額 対年度利益

14年度（15年1-2月） 164億円 ＋10.4%

15年度（15年7-8月） 99億円 ＋6.0%

16年度（16年5月） 69億円 ＋5.7%

17年度（17年7-8月） 81億円 ＋5 3%

方針

19年度 40％程度を目指す

35.4%

20%

30%

40%

500 

総還元性向（右軸） 17年度（17年7 8月） 81億円 ＋5.3%

18年度（18年5-6月） 89億円 ＋5.1%

（*）「対年度利益」は、取得金額を当該自己株式取得を
実施した年度の親会社株主純利益で割ったもの

0%

10%

20%

0
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0%0 
12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

今回の増配により 今年度の予想総還元性向は ３５ ４％になります今回の増配により、今年度の予想総還元性向は、３５．４％になります。

株主還元については、引き続き強化をしたいと考えており、従来、中期目標としてい
た総還元４０％のターゲットについては 来年度に達成したいと考えていますた総還元４０％のタ ゲットについては、来年度に達成したいと考えています。

 後に、当社グループの企業価値向上に向けた取組について、２ページにわたって
掲載しております。掲載しております。

まず３２ページをご覧下さい。



（参考）ROE向上に向けた各事業セグメントの取り組み

中期経営計画の遂行を通じて ROE向上に取り組み中期経営計画の遂行を通じて ROE向上に取り組み中期経営計画の遂行を通じて、ROE向上に取り組み
手数料ビジネスの強化、与信ポートフォリオ変革を通じたB/S収益性の向上、

事業間シナジーによるトータルソリューションの提供や提携戦略の推進

中期経営計画の遂行を通じて、ROE向上に取り組み
手数料ビジネスの強化、与信ポートフォリオ変革を通じたB/S収益性の向上、

事業間シナジーによるトータルソリューションの提供や提携戦略の推進

事業 B/Sビジネス 手数料ビジネス
「専業信託銀行」

としての強み
資本

個人TS
住宅ローン 投資運用コンサル

相続 与信ポートの

セグメント別ROE（*）

個人

12.3% 11.6%
10%

法人TS

法人AM

コーポレート

プロダクト

与信アレンジ

証券化・M&A

投資運用コンサル

資産運用アレンジ
ト タル 政策保有

変革

法人

9.3%

0%

5%

16年度 17年度 18上期

10.1% 10.4% 10.8%

0%

5%

10%

16年度 17年度 18上期

証券代行

不動産

株主管理

コンサルティング

不動産仲介

不動産管理

トータル
ソリューション

提携戦略
政策保有

株式の削減

市場

受託

マーケット
有価証券投資

ALM

不動産管理

資産運用

資産管理

M&Aの活用

市場

-1.6% 12.1% 10.9%

-5%

0%

5%

10%

16年度 17年度 18上期

7 4% 8.5%5%

10%
資本対比での
収益性向上

コスト対比での
収益性向上

ALM

事業間
シナジーによる

収益増加

資本・コストの
効率活用による

収益増加

資本の
効率活用

（参考）全社株主資本ROE

16年度 17年度 18上期
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6.1% 7.4%
0%

16年度 17年度 18上期
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（*）セグメント別ROE： 管理会計ベース。「個人」は「個人TS」事業と「トラスト不動産」、法人は「法人TS」「法人AM」「証券代行」「不動産（除くトラスト不動産）」
「受託」の各事業を合算したもの、「市場」は「マーケット事業」。事業の業務純益を現行の所要規制資本で除して算出。（政策保有株式関連、及び経営管理を
含む本部関連など各事業に配賦されない収支や資本は計算に含まず）

左側は 各事業のＲＯＥ向上に向けた取り組みの全体像を示したものです左側は、各事業のＲＯＥ向上に向けた取り組みの全体像を示したものです。

また右側には、１６年度、１７年度、１８年度上期における個人・法人・市場のセグメ
ント別の規制資本ベースＲＯＥの推移を示していますント別の規制資本ベ スＲＯＥの推移を示しています。

分子は事業別業務純益をベースに信用コストのみ補正を加えたもので、政策保有
株式の関係損益を考慮していないなど 分析評価上の限界はあります。株式の関係損益を考慮していないなど、分析評価上の限界はあります。

３３ページをご覧下さい。



（参考）未来創造活動の加速

グル プ社員発のビジネスプラン ンテスト「未来フ ス に200件を超える応募グル プ社員発のビジネスプラン ンテスト「未来フ ス に200件を超える応募グループ社員発のビジネスプラン・コンテスト「未来フェス」（*）に200件を超える応募
新事業・新業務の創出へのチャレンジを通じて、進取の精神に富む企業風土も構築
グループ社員発のビジネスプラン・コンテスト「未来フェス」（*）に200件を超える応募
新事業・新業務の創出へのチャレンジを通じて、進取の精神に富む企業風土も構築

（*）正式名称「未来創造フェスティバル」。グループ全社員に応募資格があり、合格者は人事発令と資源配分を受けて自ら事業化にチャレンジする

動機付け新事業・新業務の創出

• テストマーケティング、アジャイル開発

社内ベンチャ 企業の設立

• 企業経営者等による講演会等を通じて、グループ

社員の起業家精神を醸成

未来
創造

能力開発オープン・イノベーション

• 社内ベンチャー企業の設立 社員の起業家精神を醸成

• 事業創造ワークショップの開催• グループ外の組織との共創プログラム 創造

ネットワーク

事業創造 クシ ッ 開催

• ビジネス構想力・デジタル活用力の習得研修

デ

グル プ外の組織との共創プログラム

未来フェス

• 未来をテーマに職場単位でディスカッション

• 多様なコミュニケーション機会の創出

• グループ社員発のビジネスプラン・コンテスト

アイディアの着眼（例）未来フェス審査基準（例）

新規性 新たな事業、商品・サービスであること

意外性 お客さまや社会が驚き、ワクワクと期待するもの

妥当性 大義名分・収益性・当社グループの強みを活かす

超高齢社会 終活、自分らしい生き方（介護・寄付）

教育 投資教育、事業承継

不動産 地域創生、不動産の再生
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熱意 動機・目的・意欲が明確であること デジタル化 人工知能、データ社会、次世代ファイナンス

もうひとつは 新しい取り組みについて ご紹介しますもうひとつは、新しい取り組みについて、ご紹介します。

当社では、中計の３年間といった時間軸を超えて、新たなビジネスを生み出し、更に
進取の精神に富む企業風土を更に強めるため 「未来フェス」という 新規事業コン進取の精神に富む企業風土を更に強めるため、「未来フェス」という、新規事業コン
テストをグループ全体で進めています。

私自身も審査に加わっており 選ばれたものには実際に資源配分を して 応募者私自身も審査に加わっており、選ばれたものには実際に資源配分を して、応募者
本人に事業を立ち上げてもらいます。すでに、グループの関係会社を含め、２００件
を超える応募があり、現在案件の選定をすすめているところです。

以上で私のプレゼンテーションを終了させて頂きます。

ご清聴、誠にありがとうございました。



2018年度上期決算2018年度上期決算
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17年度 18年度

損益の状況

実質業務純益
（億円） 増減

1 実質業務純益 (*1) 1,266 1,469 202 

2 実質業務粗利益 (*1) 3,412 3,671 259 

3 資金関連利益 1,027 932 △ 94 

年度
上期

年度
上期

実質業務純益

・ 国内預貸収支の改善が継続、外貨余資運用益を加えた
「実質的な資金関連の損益」も増益確保
（前年同期比＋約150億円（*3））

手数料関連利益は 資産運用ビジネス（運用 管理）が
4 手数料関連利益 1,952 2,048 95 

5 その他の利益 432 690 258 

6 総経費 (*1) △ 2,145 △ 2,202 △ 56 

7 与信関係費用 46 133 87

・
・

手数料関連利益は、資産運用ビジネス（運用・管理）が
堅調に推移し増益確保。但し、投資運用コンサルティング
（コンサルティング営業）は、管理残高が着実に増加する
一方、投信販売額が減少し、収益総額は前年同期並みに
留まる7 与信関係費用 46 133 87 

8 株式等関係損益 91 △ 37 △ 128 

9 その他の臨時損益 △ 227 △ 162 65 

10 経常利益 1,177 1,403 226 

11 特別損益 △ △

留まる

・
・

期初通期予想に対する進捗率は52％と概ね想定通り

与信関係費用
・ 新規発生は限定的

11 特別損益 24 △ 30 △ 54 

12 税金等調整前純利益 1,201 1,372 171 

13 法人税等合計 △ 379 △ 402 △ 22 

14 非支配株主純利益 △ 67 △ 54 12 

新規発生は限定的

・ 一部貸出先の区分改善に伴う戻入益計上もあり、
ネット133億円の利益計上

株式等関係損益
15 親会社株主純利益 754 915 160 

16 株主資本ROE 7.32% 8.46% 1.14% 

17 1株当たり配当金（DPS）（円） 65 65 - 

・
・
・

政策保有株式削減を推進（削減額約170億円・売却益約
140億円）する一方、ヘッジ投信の一時的ポジション（*4）

解消により損失（約△170億円）を計上

親会社株主純利益
18 1株当たり純利益（EPS）（円） 197 241 43 

19 発行済株式総数（百万株） (*2) 381.9 379.2 △ 2.6 

(*1) 実質業務純益・実質業務粗利益・総経費は、持分法適用会社の損益等も

　　　考慮した社内管理ベースの計数

親会社株主純利益
・
・
・

前年同期比160億円の増益
期初通期予想1,650億円に対し進捗率55％と順調に推移

(*3) 資金関連利益の大宗を占める三井住友信託銀行についてP.39参照
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考慮した社内管理 の計数

(*2) 普通株式（自己株式除き）の期中平均

( ) 資 関連利 大宗を占 井住友信託銀行 参照

(*4) 持ち値改善オペレーションに向けて17年度に構築した一時的なポジション



バランスシートの状況

預貸率の大手行比較（単体）
（億円） 増減

1 資産 683,567 700,012 16,444 

2 現金預け金 288,413 291,618 3,205 

3 有価証券 55 376 61 830 6 454

18/3末 18/9末

76 340

60

80
（％）

預貸率の大手行比較（単体） (*2)

3 有価証券 55,376 61,830 6,454 

4 貸出金 281,905 288,665 6,760 

5 その他の資産 57,872 57,896 24 

6 負債 654,844 672,487 17,642 

預金 譲渡性預金

76.3 
55.2 61.2 60.1 

0

20

40

当社 メガバンクA メガバンクB メガバンクC

不良債権比率の大手行比較（単体） （*2）7 預金・譲渡性預金 439,151 447,489 8,337 

8 信託勘定借 110,707 111,029 322 

9 その他の負債 104,985 113,968 8,982 

10 純資産 28,723 27,524 △ 1,198 

1.0 

（％）

不良債権比率の大手行比較（単体） （*2）

11 株主資本 21,278 21,851 573 

12 その他の包括利益 4,968 4,706 △ 262 

13 非支配株主持分等 2,476 966 △ 1,510 
0.2 

0.6 0.5 0.6 

0.0 

0.5 

当社 メガバンクA メガバンクB メガバンクC

（ ） 末基準 ガバ ク各社は傘 銀行合算
14 1株当たり純資産（BPS）（円） 6,897 7,014 117 

15 発行済株式総数（百万株） (*1) 380.5 378.5 △ 1.9 

（参考）

（億円）

政策保有株式残高（取得原価）の推移

（*2） 18/9末基準。メガバンク各社は傘下銀行合算

（参考）

16 預貸率（単体） 78.2% 76.3% △ 1.9% 

17 不良債権比率（単体） 0.2% 0.2% 0.0% 

(*1) 普通株式（自己株式除き）

8,729

6,662 6,304 6,127

000

7,000
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(*1) 普通株式（自己株式除き）
4,000

11/3末 17/3末 18/3末 18/9末
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17年度 18年度

損益の状況（グループ会社別）

実質業務純益の内訳

2,705 2,8003,000 
その他グループ会社等
三井住友信託銀行

（億円）

（億円） 増減

1 実質業務純益　（以下は各社寄与額 *1） 1,266 1,469 202 

2 うち 三井住友信託銀行 859 1,038 178 

3 三井住友トラスト・アセットマネジメント 28 24 △ 4

17年度
上期

18年度
上期

実質業務純益の内訳

上期比較 通期比較

406
431

1,266
1,469

1,897 1,900

808 900

1,000 

2,000 

三井住友信託銀行3 三井住友トラスト アセットマネジメント 28 24 △ 4 

4 日興アセットマネジメント（*2） 52 85 33 

5 三井住友トラスト不動産 26 32 5 

6 三井住友トラスト・パナソニックファイナンス（*2） 68 52 △ 15 

7 三井住友トラスト ロ ン＆フ イナンス 50 58 7
859 1,038

, ,

0 

17上期

（実績）

18上期

（実績）

17通期

（実績）

18通期

（予想）

7 三井住友トラスト・ローン＆ファイナンス 50 58 7 

8 住信SBIネット銀行（*2） 36 40 3 

9 三井住友トラスト保証（*2） 59 58 △ 0 

10 三井住友トラストクラブ 27 17 △ 10 

11 パーチェス処理による影響額 △ 13 △ 13 △ 0 

12 親会社株主純利益　（以下は各社寄与額 *1） 754 915 160 

13 うち 三井住友信託銀行 592 760 167 

14 三井住友トラスト・アセットマネジメント 19 16 △ 3 

親会社株主純利益の内訳

上期比較 通期比較

155
754

915

360

350
1,539

1,750

1,000 

1,500 

その他グループ会社等
三井住友信託銀行

（億円）15 日興アセットマネジメント（*2） 29 57 27 

16 三井住友トラスト不動産 18 22 3 

17 三井住友トラスト・パナソニックファイナンス（*2） 26 16 △ 9 

18 三井住友トラスト・ローン＆ファイナンス 34 38 4

592
760

161
155

1,179
1,400

0 

500 

17上期 18上期 17通期 18通期

18 三井住友トラスト ロ ン＆ファイナンス 34 38 4 

19 住信SBIネット銀行（*2） 23 26 3 

20 三井住友トラスト保証（*2） 41 44 2 

21 三井住友トラストクラブ 9 3 △ 6 

22 パ チ ス処理による影響額 10 19 8
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期

（実績）

期

（実績）

期

（実績）

期

（予想）
22 パーチェス処理による影響額 10 19 8 

(*1) グループ会社の業績に直接関連しない連結調整要因および子会社配当（資本効率向上を企図）を含まない実質的な寄与額を記載
(*2) 連結ベース

37



損益の状況（事業セグメント別）

（参考） 粗利益予想（期初）

（億円） 17上期比 期初予想比 17上期比

1 実質業務純益 1,266 3,671 259 221 △ 2,202 1,469 202 3,450 7,150

18年度
上期

17年度
上期 粗利益（*1） 経費

18年度
通期（*1）上期（*1）

1 実質業務純益 1,266 3,671 259 221 △ 2,202 1,469 202 3,450 7,150 

2 個人トータルソリューション事業 123 995 53 △ 4 △ 834 160 37 1,000 2,000 

3 三井住友信託銀行 20 688 57 8 △ 616 72 51 680 1,370 

4 その他グループ会社 102 307 △ 3 △ 12 △ 218 88 △ 13 320 630 

5 法人事業 （*2） 548 950 73 50 △ 350 599 51 900 1,860 ,

6 三井住友信託銀行 412 673 62 43 △ 212 460 48 630 1,300 

7 その他グループ会社 136 277 11 7 △ 138 139 3 270 560 

8 証券代行事業 91 194 8 4 △ 95 99 7 190 370 

9 三井住友信託銀行 86 113 10 3 △ 18 94 8 110 210 

10 その他グループ会社 5 80 △ 2 0 △ 76 4 △ 1 80 160 

11 不動産事業 136 239 △ 16 △ 10 △ 120 118 △ 17 250 550 

12 三井住友信託銀行 106 130 △ 20 △ 9 △ 45 84 △ 21 140 330 

13 その他グループ会社 30 109 3 △ 0 △ 74 34 3 110 220 

14 受託事業 268 888 75 68 △ 564 323 55 820 1,710 

15 三井住友信託銀行 166 313 12 23 △ 129 183 17 290 630 

16 その他グループ会社 101 575 62 45 △ 435 139 38 530 1,080 

17 マーケット事業 195 292 22 22 △ 76 216 20 270 550 

（*1）子会社配当（資本効率向上を企図）は各事業に含めず

（*2）法人トータルソリューション事業および法人アセットマネジメント事業の合計

（*3）連結事業別損益の算定方法について、2018年度に一部子会社間の取引調整の見直しを行なっております。（過年度実績も再計算しております）
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損益の状況（三井住友信託銀行）

増減

21 実質的な資金関連の損益（*2） 997 1,122 125 

22 国内部門 757 803 45 

17年度
上期

18年度
上期

増減
（億円） 配当除き（*1）

1 実質業務純益 859 1,339 479 178 

2 業務粗利益 2,049 2,526 476 175 

17年度
上期

18年度
上期

23 資金関連利益 757 1,104 347 

24 子会社配当（資本効率向上を企図） - △ 301 △ 301 

25 国際部門 240 319 79 

26 資金関連利益 129 △ 32 △ 161

3 資金関連利益 886 1,071 185 △ 116 

4 手数料関連利益 896 923 27 27 

5 特定取引利益 39 67 28 28 

6 その他業務利益 227 463 236 236 26 資金関連利益 129 △ 32 △ 161 

27 外貨余資運用益 111 352 241 

（*2） 資金関連利益－子会社配当（資本効率向上を企図）＋外貨余資運用益

28 手数料関連利益 896 923 27

6 その他業務利益 227 463 236 236 

7 うち外国為替売買損益 176 446 270 270 

8 　（外貨余資運用益） (111) (352) (241) (241) 

9 うち国債等債券関係損益 69 △ 46 △ 116 △ 116 

10 うち金融派生商品損益 △ 18 63 82 82
28 手数料関連利益 896 923 27 

29 うち投資運用コンサルティング関連 272 272 0 

30 うち資産運用・資産管理関連 300 313 12 

31 うち不動産仲介関連 122 101 △ 20 

32 うち証券代行関連 103 113 10

10 うち金融派生商品損益 △ 18 63 82 82 

11 経費 △ 1,189 △ 1,187 2 2 

12 与信関係費用 53 163 110 110 

13 その他臨時損益 △ 29 △ 106 △ 76 △ 76 
32 うち証券代行関連 103 113 10 

33 うち相続関連 25 21 △ 3 

34 うち法人与信関連 161 163 1 

14 うち株式等関係損益 96 △ 62 △ 158 △ 158 

15      年金数理差異等償却 △ 81 △ 16 65 65 

16 経常利益 883 1,396 513 212 

17 特別損益 △ 62 △ 38 24 24 
35 国債等債券関係損益 69 △ 46 △ 116 

36 国内債 △ 1 △ 2 △ 0 

37 外債 71 △ 44 △ 115 

18 税引前中間純利益 820 1,358 537 236 

19 法人税等合計 △ 228 △ 297 △ 68 △ 68 

20 中間純利益 592 1,061 469 167 

（*1）子会社配当（資本効率向上を企図）を除く増減
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（ 1）子会社配当（資本効率向上を企図）を除く増減



18年度上期

資金利益（三井住友信託銀行）

国内預貸粗利鞘の推移

0.70 0.70 0.69
0.75 

1.00 
貸出金利回り 預金利回り 預貸粗利鞘（％）

18年度上期

17上期比 17上期比 17上期比

1 資金利益合計 977 148 

2 国内部門 0.53% 0.13% 1,010 310 

3 資金運用勘定 37 99 3 45 0 69% 0 11% 1 315 305

収支
（平残：兆円）
（収支：億円）

平残 利回り

国内預貸粗利鞘の推移

（*）

（ ）

0.55 
0.60 0.60 

0.25 

0.50 

3 資金運用勘定 37.99 3.45 0.69% 0.11% 1,315 305 

4 うち貸出金 21.50 0.48 0.69% △ 0.01% 752 11 

5 うち有価証券 3.49 0.45 3.04% 1.59% 533 310 

6 うちスワップ受け --- --- --- --- 2 △ 14 

7 資金調達勘定 37 25 3 22 0 16% △ 0 02% △ 305 4

（*）

（*）

0.15 0.10 0.090.00 

16/2Q 17/2Q 18/1Q 18/2Q

7 資金調達勘定 37.25 3.22 0.16% △ 0.02% △ 305 4 

8 うち預金 23.45 0.26 0.10% △ 0.05% △ 120 58 

9 うち信託勘定借 3.74 1.44 0.49% 0.01% △ 93 △ 37 

10 国際部門 △ 0.05% △ 0.26% △ 32 △ 161 

11 資金運用勘定 13 75 1 92 2 05% 0 33% 1 414 388
国際預貸粗利鞘の推移

2.08

2.73
2.89

2.50 

3.00 

貸出金利回り 預金利回り 預貸粗利鞘（％）

11 資金運用勘定 13.75 1.92 2.05% 0.33% 1,414 388 

12 うち貸出金 6.61 △ 0.41 2.81% 0.79% 935 221 

13 　　 預け金 2.51 0.35 1.34% 0.45% 169 73 

14 うち有価証券 2.31 0.50 2.29% 0.19% 267 76 

15 資金調達勘定 13 68 1 88 2 10% 0 59% △ 1 447 △ 550

1.15

1.55 1.66

0.93
1.18 1.23

0.50

1.00 

1.50 

2.00 
15 資金調達勘定 13.68 1.88 2.10% 0.59% △ 1,447 △ 550 

16 うち預金 5.77 0.76 1.60% 0.50% △ 464 △ 187 

17 うちNCD・USCP 5.03 0.74 1.88% 0.81% △ 476 △ 246 

18 うち債券レポ 1.72 0.49 1.93% 0.84% △ 166 △ 99 

19 うちスワップ払い --- --- --- --- △ 183 4

0.00 

0.50 

16/2Q 17/2Q 18/1Q18/2Q

19 うちスワップ払い     △ 183 4 

20 （＋） 貸信・合同信託報酬 93 36 

21 （＋） 外貨余資運用益 352 241 

22 （△） 子会社配当（資本効率向上を企図） 301 301 

23 実質的な資金関連の損益 1 122 125

（*）子会社配当（資本効率向上を企図）を除く利回り

国内部門 　利回り0.37％   （前年同期比△0.03％）
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23 実質的な資金関連の損益 1,122 125 

24 （参考）国内預貸粗利鞘／預貸収支 0.59% 0.04% 631 70 

40

うち資金運用勘定 　　　 同0.53％　　　  　 　　（同△0.05％）

うち有価証券 　　　 同1.32％　　　  　 　　（同△0.13％）

手数料関連利益

単体 連結 （ 1） 手数料収益比率

手数料関連利益 資金関連利益
その他の利益 手数料収益比率

（億円）

単体 連結 （*1）

（億円） 17/上期比 17/上期比

1 手数料関連利益合計 923 27 2,048 95 

2 投資運用コンサルティング関連 272 0 272 0

18年度
上期

18年度
上期

手数料収益比率

3 546
3,645 3 671

55.7% 60%

2 投資運用コンサルティング関連 272 0 272 0 

3 カード関連 - - 217 △ 0 

4 資産運用・資産管理関連 303 2 850 52 

5 収益 464 9 901 52 

事務アウト 費用 △ △ △

1,413
1 054

489
432

488 690

3,546 2,998 3,412
3,6 5 3,671

40%

3,000

6 事務アウトソース費用 △ 160 △ 7 △ 50 0 

7 証券代行関連 113 10 191 5 

8 収益 164 8 191 5 

9 事務アウトソース費用 △ 51 2 - - 

1,054 1,027
1,054

93210 不動産関連 130 △ 20 239 △ 16 

11 その他（融資手数料等） 104 34 276 53 

12 手数料収益比率 （*2） 36.5% △ 7.2% 55.7% △ 1.5% 

後

2,002 2,081 1,952 2,101 2,048 20%

（*1）内部取引消去実施後の数値を記載しています。

（*2）粗利益に占める手数料関連利益の割合 

手数料収益比率の大手行比較（*3）

55.7% 
36.6% 34.8% 30.7% 

0%

20%

40%

60%

△ 496

0%△ 500
16上期 16下期 17上期 17下期 18上期
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0%
当社 メガバンクA メガバンクB メガバンクC

（*3）18/9末基準



経費

18年度[連結] 17年度 経費の内訳

4,000

他グループ会社等 三井住友信託銀行

OHR（連結） OHR（単体）（億円）

（億円） 増減

1 人件費 △ 997 △ 1,000 △ 2 

2 物件費 △ 1,063 △ 1,115 △ 51 

3 税金 △ 84 △ 86 △ 2

18年度
上期

[連結] 17年度
上期

経費の内訳

62.9%

60.5% 60.0%
60%

3 000

3 税金 △ 84 △ 86 △ 2 

4 総経費 △ 2,145 △ 2,202 △ 56 

5 経費率（総経費／実質業務粗利益） 62.9% 60.0% △ 2.9% 

2,085 2,136 2,145 2,206 2,202

58.0%

53.2% 47.0%

40%

3,000

（億円） 増減

6 人件費 △ 548 △ 548 0 

7 給与等 △ 513 △ 520 △ 6

18年度
上期

[単体] 17年度
上期

931 962 955 1,025 1,015

2,0007 給与等 △ 513 △ 520 △ 6 

8 退職給付費用 50 57 7 

9 その他人件費 △ 85 △ 85 △ 0 

10 物件費 △ 578 △ 577 1 

1,154 1,173 1,189 1,181 1,187

20%
1,00011 システム関連費用 △ 191 △ 202 △ 10 

12 その他物件費 △ 386 △ 375 11 

13 税金 △ 63 △ 61 1 

14 経費 △ 1,189 △ 1,187 2 

0%0

16上期 16下期 17上期 17下期 18上期
15 経費率（経費／業務粗利益） 58.0% 47.0% △ 11.0% 
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[与信関係費用の状況] 17年度 18年度

与信関係費用と金融再生法開示債権

[与信関係費用の状況]

（億円） 上期 下期

1 三井住友信託銀行 70 53 17 163 

2 一般貸倒引当金 106 61 45 173 

個 貸倒 金

17年度 18年度
上期

区分悪化：約△20

主な発生要因（18年度上期）

3 個別貸倒引当金 △ 28 1 △ 29 △ 6 

4 償却債権取立益 8 2 5 7 

5 貸出金売却損・償却 △ 16 △ 12 △ 3 △ 10 

6 その他グループ会社 △ 40 △ 7 △ 33 △ 30 　三井住友トラスト・パナソニックファイナンス△19

　　　　　区分悪化：約△20
　　　　　　区分改善：約＋200
　　　　　　残高要因等（含む取立益）：約△20

7 合計 29 46 △ 16 133 

（億円） 保全率 引当率

[金融再生法開示債権の状況（単体）]
18/9末 18/3末比

開示債権の推移
（億円） 保全率（*1） 引当率（*2）

8 金融再生法開示債権合計 603 89.4% 60.4% 36 

9 （開示債権比率） (0.2%) --- --- 0.0% 

10 破産更生等債権 121 100.0% 100.0% 1 

18/3末比

1.1%
1.0%

1.0%3,000

（億円） 開示債権

開示債権比率（右軸）

11 危険債権 266 91.2% 72.8% △ 4 

12 要管理債権 216 81.2% 12.1% 40 

13 要注意先債権（要管理債権除く） 4,295 --- --- △ 1,190 

14 正常先債権 289,304 --- --- 7,172 

2,453 2,348 0.2% 0.2% 0.2%

0.5%

1,000

2,000

15 総与信 294,202 --- --- 6,018 

（*1）（担保掛目考慮後の保全額＋引当額）／債権額

（*2）引当額／（債権額－担保掛目考慮後の保全額）

712 567 603
0.0%0

11/3末 14/3末 17/3末 18/3末 18/9末
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有価証券

［時価のある有価証券（連結）］ 取得原価 評価損益 (*1) その他有価証券（時価あり）の評価損益

その他 政策株式ヘッジ （*3）
米国債 （*3） 株式
合計（億円）

［時価のある有価証券（連結）］ 取得原価 評価損益 (*1)

（億円） 18/9末 18/3末比 18/9末 18/3末比

1 その他有価証券 50,275 6,654 6,825 △ 567 

2 株式 6,127 △ 177 9,648 886 

その他有価証券（時価あり）の評価損益

3,826 

7,542 
6,755 6,856 

7,392 6,825 

2,500 

5,000 

7,500 3 債券 9,316 1,157 13 △ 9 

4 その他 34,831 5,673 △ 2,836 △ 1,444 

5 満期保有目的の債券 2,671 22 190 △ 28 

［時価のあるその他有価証券（三井住友信託銀行）］

(2,500)

0 

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 18/9末

［時価のあるその他有価証券（三井住友信託銀行）］

6 その他有価証券 49,905 6,291 6,996 △ 543 

7 株式 5,862 △ 201 9,885 912 

8 債券 9,666 788 0 △ 8 

うち 債

（*3） 三井住友信託銀行保有分

9 うち国債 3,187 774 △ 1 △ 3 

10 その他 34,376 5,704 △ 2,889 △ 1,447 

11 国内向け投資 823 2 15 △ 2 

12 海外向け投資 17,179 4,639 △ 295 △ 127 

政策保有株式の削減状況 （*4）

17年度 18年度

（億円） 上期 下期 上期

19 政策保有株式削減額 133 219 352 169 
（参考） 経営統合 来（ 年度 年度 期）削減累計額 億

13 うち米国債 8,087 3,126 △ 274 △ 87 

14 その他（投資信託等） 16,372 1,063 △ 2,609 △ 1,318 

15 うち政策株式ヘッジ(*2) 14,307 840 △ 2,712 △ 1,369 
（*1）「株式」は従来月中平均時価にて評価しておりましたが、今年度より各期末日時価による

マーケット事業保有債券の状況 （*5）

デ シ （年）

（参考） 経営統合以来（11年度～18年度上期）削減累計額：2,986億円

　　　　　現行計画（16年度～20年度）に基づく削減累計額：844億円

（*4）上場株式の取得原価

　　　評価に変更しております

（*2）資本規制上のヘッジ効果が得られるもの： 取得原価 10,710億円、評価損益△2,302億円

［時価のある満期保有目的の債券（三井住友信託銀行）］

16 満期保有目的の債券 1,991 55 189 △ 28 

うち国債 △ △

10BPV （*6） デュレーション（年） （*6）

（億円） 18/9末 18/3末比 18/9末 18/3末比

20 円債 20 △ 5 4.2 △ 2.6 

21 外債 34 4 3.3 △ 0.6 
（*5）「満期保有目的の債券」「その他有価証券」を合算した管理ベース
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17 うち国債 1,189 △ 1 177 △ 20 

18 うち海外向け投資 424 66 7 △ 7 

算

（*6）デリバティブおよび投信等でヘッジを行っている投資残高を控除して算出

自己資本比率等の状況

►普通株式等Tier1比率は、親会社株主純利益の積上げによる普通株式等Tier1資本の増加およびリスク・アセットの減少等により、

［自己資本比率等の状況］ 18/3末 18/9末
【自己資本増減要因】

►普通株式等Tier1比率は、親会社株主純利益の積上げによる普通株式等Tier1資本の増加およびリスク アセットの減少等により、
18/3末比0.45ポイント上昇の11.78％

►レバレッジ比率・流動性カバレッジ比率は、いずれも規制要求水準を上回る水準を確保

（億円） 実績 速報値 増減

1 総自己資本比率 16.31% 16.53% 0.22% 

2 Tier1比率 13.74% 13.76% 0.02% 

3 普通株式等Tier1比率 11.33% 11.78% 0.45% 

4 総自己資本 33 481 33 018 △ 463

【自 資本増減要因】

① 普通株式等Tier1資本：＋280億円
・親会社株主純利益：＋915億円
・配当・自己株式取得： △336億円
・その他の包括利益累計額： △262億円

【リスク・アセット増減要因】4 総自己資本 33,481 33,018 △ 463 

5 Tier1資本 28,214 27,482 △ 731 

6 普通株式等Tier1資本 23,258 23,538 280 ①

7 基礎項目 26,027 26,341 314 

8 4,968 4,706 △ 262 うちその他の包括利益累計額（*1）

【リスク・アセット増減要因】

② 信用リスク： 約△0.5兆円
・ヘッジ投信の2017年度に構築した一時的なポジションの解消
・政策保有株式のヘッジ効果拡大
・法人与信関連は概ね横ばい

（円安に伴う増加 大口与信先の区分改善に伴う減少）

［その他の健全性規制比率の状況］ 18/9末

（億円） 速報値 18/3末比

16 レバレッジ比率 3 79% △ 0 19%

9 調整項目 △ 2,769 △ 2,802 △ 33 

10 その他Tier1資本 4,955 3,943 △ 1,012 

11 Tier2資本 5,267 5,536 268 

12 リスク･アセット 205,229 199,712 △ 5,516 

（円安に伴う増加、大口与信先の区分改善に伴う減少）

16 レバレッジ比率 3.79% △ 0.19% 

17 （三井住友信託銀行（連結））（*2） (4.28%) (△ 0.31%)

18 Tier1資本の額 27,482 △ 731 

19 総エクスポージャーの額 724,363 16,285 

20 流動性カバレッジ比率 （*3） 121.8% △ 10.1%

13 信用リスク 183,521 178,522 △ 4,999 ②

14 マーケット･リスク 11,638 11,254 △ 384 

15 オペレーショナル・リスク 10,068 9,935 △ 133 

（*1）うちその他有価証券評価差額（18/9末）：4,765億円

20 流動性カバレッジ比率 （ 3） 121.8% △ 10.1% 

21 （三井住友信託銀行（連結））（*2） (135.5%) (△ 28.1%)

22 適格流動資産の額 281,640 9,140 

23 純資金流出額 （*4） 231,184 24,613 

（*2） JTSBにおける信託勘定からの資金流入を含まないベース

（ 3） 当四半期における平均値 18/3末を末日とする四半期との比較を記載
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（*3） 当四半期における平均値。18/3末を末日とする四半期との比較を記載

（*4） 日次データを用いるべき項目の一部を月末データで代用し算出しております。

45



手数料ビジネス： 投資運用コンサルティング（三井住友信託銀行）

►販売額は 不透明な市場環境の影響を受け投信が減少したことを主因に 前年同期比1 257億円減少の6 929億円

収益の推移（四半期毎）収益の状況

►販売額は、不透明な市場環境の影響を受け投信が減少したことを主因に、前年同期比1,257億円減少の6,929億円
►収益は、保険販売手数料、販社管理手数料が前年同期比増加の一方、投信販売手数料が減少の結果、前年同期並みに留まる

53 57 49 29
121

150
157 152

138 133150

200

投信販売手数料 保険販売手数料 販社管理手数料等（億円）

（272） （272）

17年度 18年度 18年度

（億円） 上期 上期 増減 計画

1 収益合計 272 272 0 570 

2 投信販売手数料 92 72 △ 20 150 

保険販売手数料

70 76 75 81 73 82

10
20 25 21 21 2139
53 57 49

43 29

0

50

100
3 保険販売手数料 31 43 11 100 

4 販社管理手数料等 147 156 8 320 

17年度 18年度 18年度

販売額・残高の状況

0
17/1Q 17/2Q 17/3Q 17/4Q 18/1Q 18/2Q

投信 ファンドラップ・SMA 保険（億円）

17年度 18年度 18年度

（億円） 上期 上期 増減 計画

5 販売額合計 8,187 6,929 △ 1,257 15,200 

6 投信 6,062 4,374 △ 1,687 9,700 

7 ファンドラップ・SMA 1 137 1 180 42 2 450

販売額の推移（四半期毎）

3,484

4,702 4,788
4,394

3,592 3,3374,000

5,000

6,000

投信 ファンドラップ・SMA 保険（億円）

（8,187）

（6,929）

7 ファンドラップ SMA 1,137 1,180 42 2,450 

8 保険 987 1,374 387 3,050 

18/3末 18/9末 19/3末

（億円） 増減 計画

346 640 794 691 641 732445
692 635 707 435 744

2,692

3,369 3,358 2,994
2,514 1,859

0

1,000

2,000

3,000
9 残高合計 61,589 64,242 2,653 65,000 

10 投信 28,915 29,969 1,053 30,200 

11 ファンドラップ・SMA 8,309 8,981 671 9,200 

12 保険 24,363 25,292 928 256 
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0
17/1Q 17/2Q 17/3Q 17/4Q 18/1Q 18/2Q13 ラップセレクション 16,694 18,037 1,342 18,900 

手数料ビジネス： 資産運用・管理（受託事業）

►資産運用残高は 株価上昇による時価増加もあり18/3末比5 6兆円増加の92 9兆円

資産運用残高の状況 資産管理残高の状況

►資産運用残高は、株価上昇による時価増加もあり18/3末比5.6兆円増加の92.9兆円
►資産管理残高は、国内、海外、いずれも18/3末比増加

18/3末 18/9末

[国内] （兆円） 増減

9 投信（*1） 73.4 74.6 1.2 

10 投信以外（*1） 68.0 70.8 2.8 

18/3末 18/9末

（兆円） 増減

1 資産運用残高 87.2 92.9 5.6 

2 三井住友信託銀行 53.8 57.2 3.4 

年金信託 △ [海外] （億ドル）

11 グローバルカストディ （*2） 3,413 3,505 92 

12 ファンドアドミ 468 511 43 
（*1）三井住友信託銀行の資産管理残高

（*2）米国三井住友信託銀行 三井住友トラストUK 三井住友トラストLUXの合計

3 年金信託 13.6 13.5 △ 0.1 

4 指定単 11.8 12.4 0.6 

5 投資一任 28.2 31.2 2.9 

6 投信運用子会社 33.4 35.7 2.2 

7 三井住友トラストAM 10 0 10 6 0 5

国内（投信以外） 国内（投信）

海外（ファンドアドミ） 海外（カストディ）
国内

（兆円）

海外

（億ドル）

87 2
92.9

三井住友信託銀行 三井住友トラストAM 日興AM
（兆円）

（*2）米国三井住友信託銀行、三井住友トラストUK、三井住友トラストLUXの合計7 三井住友トラストAM 10.0 10.6 0.5 

8 日興AM 23.4 25.0 1.6 

53.0

61.1

68.0 70.8

260
384

468 511

2 000

4,000 

100 

51.0 51.1
53.8 57.2

76.6 80.9
87.2

40

60

80

55.6 64.5 73.4 74.6
2,774 3,054

3,413 3,505

0 

2,000 

0 

50 

末 末 末 末

17.4 20.3 23.4 25.0
8.1 9.5 10.0 10.6

0

20

40

16/3末 17/3末 18/3末 18/9末
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16/3末 17/3末 18/3末 18/9末ドル/円 112.63 112.15 106.24 113.58

TOPIX 1,347.20 1,512.60 1,716.30 1,817.25



手数料ビジネス： 不動産

►法人不動産仲介手数料（三井住友信託銀行）は 大型案件が寄与した前年同期との比較では20億円減少の101億円

不動産仲介等手数料の推移収益の状況（グループベース）

►法人不動産仲介手数料（三井住友信託銀行）は、大型案件が寄与した前年同期との比較では20億円減少の101億円
►リテール不動産仲介手数料（三井住友トラスト不動産）は、業績が堅調に推移し、前年同期比5億円増加の101億円

123
106

133 128150

三井住友信託銀行 三井住友トラスト不動産（億円）

（217） （202）

17年度 18年度 18年度

（億円） 上期実績 上期実績 増減 計画

1 不動産仲介等手数料 217 202 △ 15 470 

2 三井住友信託銀行 122 101 △ 20 270 

47 48 50 50 48 52

47
75

55
83

25

76

94
106

73

50

100
3 三井住友トラスト不動産 95 101 5 200 

4 不動産信託報酬等 29 29 △ 0 60 

5 その他不動産関連収益 9 8 △ 1 20 

6 三井住友信託銀行 △ 0 - 0 - 

グ プ会社 △ 47 48 50 50 48 52

0
17/1Q 17/2Q 17/3Q 17/4Q 18/1Q 18/2Q

7 グループ会社 9 8 △ 1 20 

8 合計 256 239 △ 16 550 

9 うち三井住友信託銀行 151 130 △ 20 330 

資産運用 管理残高の状況
（参考）長期推移

18/3末 18/9末

（億円） 増減

10 不動産証券化受託残高 153,200 157,523 4,322 

資産運用・管理残高の状況

519

681 

369

444 457 470 495 

400

600 

三井住友信託銀行

三井住友トラスト不動産
（億円） （カッコ内は上期実績）

11 REIT資産保管受託残高 133,979 138,512 4,533 

12 投資顧問運用残高 7,091 7,043 △ 47 

13 私募ファンド 4,382 4,421 38 

14 公募不動産投信 2,708 2,621 △ 86 162 
104 112 118 150 189 196 200 215 

519 

165 167 117 

219 
254 261 270 280 269 280 

235 

369 

200 

400 

（101）

（101）
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0 
06年度

実績

08年度

実績

10年度

実績

12年度

実績

14年度

実績

16年度

実績

17年度

実績

18年度

計画

19年度

中計

（101）

資金ビジネス： クレジットポートフォリオ（三井住友信託銀行）

►クレジットポートフォリオ残高は 住宅ローン 法人向け貸出がともに増加し18/3末比0 68兆円増加の30 15兆円

（兆円）

個人向け クレジットポートフォリオの推移

►クレジットポ トフォリオ残高は、住宅ロ ン、法人向け貸出がともに増加し18/3末比0.68兆円増加の30.15兆円
►法人向け貸出増加は、短期資金貸出の増加および為替の円安影響が主因

30 15 29 93

個人 プロダクト関連（外貨）

プロダクト関連（円貨） コーポレート（外貨）

コーポレート（円貨）

（兆円）
17年度 18年度 18年度

（億円） 上期実績 上期実績 増減 計画

1 個人ローン実行額 6,174 5,745 △ 429 11,650 

2 うち住宅ローン実行額 5,623 5,270 △ 353 10,650 

7.93 8.92 9.45 9.64 9.80

28.42
29.42 29.47

30.15 29.93
30 

18/3末 18/9末 19/3末

（億円） 実績 実績 増減 計画

3 個人ローン残高 94,504 96,475 1,971 98,000 

2.91 2 94 2 93 3 18

2.88 2.81 2.99 3.04
20 

18/3末 18/9末 19/3末

4 うち住宅ローン残高 88,747 90,621 1,873 92,000 

法人向け

20.49

3.93 3.40 3.57 3.29

2.91 2.94 2.93 3.18

10 

18/3末 18/9末 19/3末

（億円） 実績 実績 増減 計画

5 コーポレート（円貨） 108,668 110,089 1,420 106,100 

6 コーポレート（外貨） 34,019 35,768 1,748 32,900 

10.76 10.86 11.00 10.61

0

7 プロダクト関連（円貨） 29,465 29,310 △ 155 31,900 

8 プロダクト関連（外貨） 28,135 29,910 1,775 30,400 

9 法人与信残高 200,290 205,078 4,788 201,300 

10 うちプロダクト関連 57,601 59,221 1,619 62,300 
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実績

17/3末

実績
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実績
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計画
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2018年度業績予想2018年度業績予想
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2018年度業績予想

►実質業務純益は期初予想据え置き 親会社株主純利益は 上期実績を踏まえ100億円の上方修正

18年度 18年度

上期実績 下期 予想 期初 予想
17年度比

►実質業務純益は期初予想据え置き。親会社株主純利益は、上期実績を踏まえ100億円の上方修正
►連結配当性向30％程度とする還元方針に則った普通株式の配当金は、利益の上方修正を反映し1株当たり140円に上方修正

【期初予想比】

（1）実質業務純益 ±0億円
（億円） （配当除き）（*） 予想 （配当除き）（*） 予想比

1 実質業務純益 1,469 1,330 2,800 94 - (1) 2,800 

2 （三井住友信託銀行） (1,038) (861) (1,900) (2) (△ 100) (2,250)

3 実質業務粗利益 3,671 3,528 7,200 142 50 7,200 

井住友信託銀行

17年度比 （1）実質業務純益：±0億円

（億円） 粗利益 総経費

三井住友信託銀行 △ 70 20 

その他グループ会社 20 30

①組織再編等（10/1付）に伴う変動

4 三井住友信託銀行 2,225 2,074 4,300 31 △ 100 4,650 

5 その他グループ会社等 1,446 1,453 2,900 111 150 2,550 

6 総経費 △ 2,202 △ 2,197 △ 4,400 △ 48 △ 50 △ 4,400 

7 三井住友信託銀行 △ 1,187 △ 1,212 △ 2,400 △ 29 - △ 2,400 

8 その他グループ会社等 △ 1,015 △ 984 △ 2,000 △ 19 △ 50 △ 2,000

そ 他グ 会社 0 30 

三井住友トラストAM 70 △ 20 

JTSB △ 50 50 

②実質業務粗利益
法人事業、受託事業が好調に進捗の一方、
市場の不透明感も考慮しマ ケット事業を引下げ8 その他グル プ会社等 △ 1,015 △ 984 △ 2,000 △ 19 △ 50 △ 2,000 

9 与信関係費用 133 △ 83 50 20 250 (2) 50 

10 三井住友信託銀行 163 △ 63 100 29 300 100 

11 その他グループ会社等 △ 30 △ 19 △ 50 △ 9 △ 50 △ 50 

12 株式関係損益 △ 37 187 150 86 △ 150 (3) 150 

そ 他臨時損益 △ △ △ △
（2）与信関係費用：＋250億円

市場の不透明感も考慮しマーケット事業を引下げ

③総経費
資産運用・資産管理ビジネスにおける粗利増加に
伴う経費増加等を想定

13 その他臨時損益 △ 162 △ 187 △ 350 122 - △ 350 

14 経常利益 1,403 1,246 2,650 323 100 2,650 

15 うち三井住友信託銀行 1,095 904 2,000 270 50 2,350 

16 親会社株主純利益 915 834 1,750 210 100 (4) 1,750 

17 うち三井住友信託銀行 760 639 1,400 220 50 1,750

（3） 株式関係損益： △150億円

・上期予実差（予想△100⇔実績133）を勘案
・下期は総与信30兆円の7bp程度を想定

・上期予実差（予想+150⇔実績△37）を勘案
策保 減 売

17 うち三井住友信託銀行 760 639 1,400 220 50 1,750 

18 1株当たり配当金（普通株式） 65円 75円 140円 +10円 +10円 

19 連結配当性向 --- --- 30.3% △ 1.8% 0.3% 
（*）子会社配当（資本効率向上を企図）を除くベース。と｢18年度予想｣と連結の計数は同一

（*）（相違は｢三井住友信託銀行｣と｢その他グループ会社等｣の内訳）

（4） 親会社株主純利益：＋100億円

・政策保有株式の削減計画に沿った売却により
下期200億円弱の売却益計上を想定

・臨時損益以下の見直しを反映
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（*）｢期初予想比｣についても、｢期初予想｣を子会社配当（同）を除いたベースのものとして算出
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（参考）事業別内訳

17年度 18年度17年度 18年度

（億円） 実績 上期実績 下期予想 予想 17年度比 期初予想比

1 実質業務純益 2,705 1,469 1,330 2,800 94 - 

2 実質業務粗利益（*1） 7,057 3,671 3,528 7,200 142 50 

3 個人トータルソリューション事業 1 937 995 1 004 2 000 62 -3 個人ト タルソリュ ション事業 1,937 995 1,004 2,000 62  

4 三井住友信託銀行 1,328 688 681 1,370 41 - 

5 その他グループ会社等 608 307 322 630 21 - 

6 法人事業（*2） 1,834 950 949 1,900 65 40 

7 三井住友信託銀行 1,286 673 666 1,340 53 40井住友信託銀行 , 86 6 3 666 ,3  53  

8 その他グループ会社等 547 277 282 560 12 - 

9 証券代行事業 359 194 175 370 10 - 

10 三井住友信託銀行 201 113 96 210 8 - 

11 その他グループ会社等 158 80 79 160 1 - 

12 不動産事業 538 239 310 550 11 - 

13 三井住友信託銀行 321 130 199 330 8 - 

14 その他グループ会社等 216 109 110 220 3 - 

15 受託事業 1,697 888 841 1,730 32 20 

16 三井住友信託銀行 627 313 246 560 △ 67 △ 70 

17 その他グループ会社等 1,070 575 594 1,170 99 90 

18 マーケット事業 544 292 207 500 △ 44 △ 50 

19 総経費 △ 4,351 △ 2,202 △ 2,197 △ 4,400 △ 48 △ 50 

20 三井住友信託銀行 △ 2,370 △ 1,187 △ 1,212 △ 2,400 △ 29 - 

21 その他グループ会社等 △ 1,980 △ 1,015 △ 984 △ 2,000 △ 19 △ 50 

22 経常利益 2,326 1,403 1,246 2,650 323 100 

23 親会社株主純利益 1,539 915 834 1,750 210 100 
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（*1）子会社配当（資本効率向上を企図）は各事業に含めず

（*2）法人トータルソリューション事業および法人アセットマネジメント事業の合計

経営基盤経営基盤
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コーポレートガバナンス強化

取締役会の実効性向上指名委員会等設置会社移行後のコーポレートガバナンス体制 取締役会の実効性向上

取締役会における議論の深化（*）

指名委員会等設置会社移行後のコ ポレ トガバナンス体制

株主総会

取締役会 法定の委員会
監督機関

取締役会1回当たりの質疑時間 前年比＋90％
取締役会 法定の委員会

任意の委員会
取締役・執行役の職務執行を監督

◎●●●●●●
●●●●●●●●

監督機関

◎：議長・委員長
●：社外
●：社内・非執行
●：社内・執行

取締役の発言回数 前年比＋50％

議題数 前年比△27％

報酬委員会

取締役・執行役の
報酬決定

◎●●●

指名委員会 監査委員会

取締役の選解任

◎●●●●

取締役・執行役の
職務執行の監査

◎●●

経営の根幹を成すテーマにフォーカス
重要課題・中長期テーマを重点的に議論

テーマの例（17年7月～18年9月実績）
◎●●●

●●

◎●●●●
●●

◎●●
●●

利益相反管理委員会リスク委員会

人材構築（2回）／グループガバナンス（2回）
ビジネスモデル／ESGの取り組み／人材のグローバル化
ベストパートナー化に向けた顧客評価の状況

テ の例（ 年 月 年 月実績）

経営計画策定プロセスの進化利益相反管理態勢の強化

◎●●
●

リスクガバナンスの助言

◎●●●
●

監督

利益相反管理委員会リスク委員会

18年度経営計画における
社外取締役の関与

事前審議 8回

取締役会審議 5回

経営会議
執行機関

監督
社外取締役の関与 取締役会審議 5回

経営計画策定プロセスの早期段階から
社外取締役の知見を活用
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各委員会
代表執行役 執行役等 社外取締役の知見を活用

（*）｢前年比｣：17年7月～18年6月と16年7月～17年6月の比較

SuMi TRUSTのサステナビリティの取り組み

三井住友トラスト グル プは サステナビリティに関わる環境 社会的な課題の解決に向け 積極的な三井住友トラスト・グループは、サステナビリティに関わる環境・社会的な課題の解決に向け、積極的な
取り組みを推進することを通じ、持続可能な社会の構築と、当グループの企業価値向上を目指す
事業を通じたサステナビリティの取り組みを通じてSDGsの目標の実現にも貢献

サステナビリティ方針に基づき、持続可能な社会の構築に
積極的な役割を果たします

サステナビリティに関し、特に重視する5大テーマを特定し、
当グループならではの金融商品・サービスの提供を通じて

SDGsの目標達成に貢献

当グループの社会的責任に関する基本方針 テーマを絞り社会課題解決型商品の品揃えを拡充

サステナビリティ方針 の目標達成 貢献サステナビリティ方針

① 事業を通じた社会・環境問題の解決への貢献

② お客さまへの誠実な対応
③ 社会からの信頼の確立③ 社会からの信頼の確立
④ 環境問題への取り組み
⑤ 個人の尊重
⑥ 地域社会への参画・貢献

25%
22%

28%

ESG評価では邦銀トップクラス

【MSCI評価】
銀行セクターの格付け分布（グローバル）

評点8 4 格付けAA

3%

13%

22%

9%

1%
AAAは

評点8.4 格付けAA

国内銀行 第１位
（国内金融機関 上位）

Copyright © 2018 SUMITOMO MITSUI TRUST HOLDINGS, INC. All rights reserved. 

AAA AA A BBB BB B CCCAA
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8.6以上
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ESG投資 気候変動 自然資本

社会課題解決型商品のラインアップ事例

ESG投資のパイオニアとしての取り組み

• 非財務情報評価ツールMBISを活用した運
用力向上
投資家視点＋当社自身のESG/CSR運営

再生可能エネルギー支援ラインナップ整備

2015年：再生可能エネルギー事業向け投資
ファンドの設立

2016年 管水路用マイクロ水力発電のリ ス

自然資本分野でのリーダーシップ

2010年：生物多様性企業応援ファンド販売
開始

2013年 自然資本評価型環境格付融資実行

ESG投資 気候変動 自然資本

• 投資家視点＋当社自身のESG/CSR運営
ノウハウを生かしたコンサルティング（証券
代行）

2016年：管水路用マイクロ水力発電のリース
2018年：機関投資家向け国内再生可能エネ

ルギー事業投資ファンド設立
国内外の石炭火力発電事業
へのプロジェクトファイナンス

2013年：自然資本評価型環境格付融資実行
2017年：森林信託の開発（地域共創推進部）
2018年：企業・大学と提携し、スマート林業

コンソーシアムを設立残高28兆円（*）は国内 大級

市場創造に向けたリーダーシップ

は原則取り組まない方針

高齢者の生活と資産を守る取り組み グループとして取り組むプロジェクト

環境不動産 超高齢社会問題 コミュニティ支援活動

（*）2018年8末現在

• 環境配慮型建築コンサルティング
• CASBEE-不動産認証申請支援コンサル
ティング

• スマートシティの価値「見える化」と構想策
定支援

• 一流講師陣によるシニア顧客向けシルバー
カレッジの全国開催

• 住まいの選択肢を切り口とした営業支援
• 京都府立医科大と連携した認知症対策

2004年：ナショナルトラスト活動支援開始
2012年：ESD（環境等教育）プロジェクト開始
2013年：ISAKサマースクールにおける里親

開始
2018年：「ヘルプマーク」普及活動支援開始定支援

• グリーンREITの資金調達（グリーン
トラスト）の募集開始

2018年：「ヘルプマ ク」普及活動支援開始

国内外のESG関連活動

国連環境計画 金融 持続可能な社会の形成自然資本ファイナンス・

国内外のESG関連活動
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国連環境計画・金融
イニシアティブ(UNEP FI)

持続可能な社会の形成
に向けた金融行動原則
(21世紀金融行動原則)

国連グローバル・コンパクト
(国連GC)

自然資本ファイナンス
アライアンス

(旧: 自然資本宣言)

責任投資原則 (PRI) 赤道原則
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超高齢社会 到来 より 高齢者 特 認知症患者 接 方と財産管理 また 健康状態や家族構成

超高齢社会問題への対応

超高齢社会の到来により、高齢者、特に認知症患者への接し方と財産管理、また、健康状態や家族構成
に合わせた適切な住宅の選択等の顧客サービスにおける重要性が増大。

シルバー世代の住まいを考える認知症対応における3つの取り組み シルバ 世代の住まいを考える認知症対応における3つの取り組み

営業フロントにおけるリテラシー向上

トラブル対応に留まるのではなく、認知症という病気を
よく理解した上で 柔軟で理に適った対応ができるよう

顧客の希望に応じたサービス提供

顧客の希望 当グループが提供するサービス

リ ム業者の紹介

地域包括支援センター等へのアクセス

よく理解した上で、柔軟で理に適った対応ができるよう
に営業店を指導

個社での対応には限界があり、地域全体で認知症の

・リフォーム業者の紹介

 ・リバースモーゲージ

 ・不動産にかかわる相続等の相談

・不動産仲介

現在の住居に
住み続ける

暮らしやす

認知症の顧客の財産管理における対応力の強化

個社での対応には限界があり、地域全体で認知症の
方を見守る地域包括ケアの考えを踏まえ、近隣の地域
包括支援センター等と連携を図るよう営業店を指導

不動産仲介

 ・ハウスメーカーの紹介

 ・不動産売却つなぎローン

 ・不動産にかかわる相続等の相談

不動産仲介

暮らしやすい
住居への
住み替え

複雑で多岐にわたった制度や対応商品を整理し、顧客
等に 適な財産管理のご提案を行う上でのベース作り
を推進

・不動産仲介

 ・不動産売却つなぎローン

 ・不動産にかかわる相続等の相談

高齢者の住居
への住み替え

シニア世代応援レポート シニア世代応援レポート
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シニア世代応援レポ ト
認知症問題を考える

シニア世代応援レポ ト
シニア世代の住まいを考える



人事戦略

 柱「多様性 「健康 生産性 「やりが かかる個 施策 推進 加え 社員 人 とりが創出3つの柱「多様性」「健康・生産性」「やりがい」にかかる個々の施策の推進に加え、社員一人ひとりが創出
した時間を内発的な動機付けで行う未来創造活動等を通じ、価値創造プロセスを実現する風土を醸成

18年度上期の実績3つの柱を支える「風土」醸成の取り組み

多様性

►女性登用推進（課長級266名、18年4月1日時点）
►イクボス企業同盟への加盟を受け社内向け広報

活動の推進
►女性管理職育成モデルの実践

年度 期 実績柱を支 風 」醸成 取り組

多様性
健康・
生産性

やりがい

3つの柱を支える「風土」の醸成

健康・
生産性

►女性管理職育成モデルの実践

►時間外管理・時短化の徹底
►健康診断100％受診運営
►全社禁煙施策（ 2018年10月より喫煙室を全廃）

＜戦略思考＞ ＜内発的動機付け＞
（使命感・熱意の醸成）

役員等による

3つの柱を支える 風土」の醸成

生産性 全社禁煙施策（ 年 月より喫煙室を全廃）
►健康保険組合主催のウォーキングイベント開催

►信託の多様な事業を知る事業説明会を通じ、
チャレンジ意欲やキャリアプラン形成を後押し

役員等による
経営戦略の語りかけ

店部長による塾・道場
（社員版統合報告書）

経営・社員との双方向
コミュニケーション

マネジメント行動宣言

やりがい
►社長や役員と経営戦略を語り合う機会を提供し、

社員の経営参画意識を醸成
►社員意識調査の低スコア項目に制度・施策・運営で

応える運営を継続
►高い専門性を有する社員等の処遇運営見直し

リスク文化の醸成

未来創造活動

プロジ クトマネジメント力養成
►高い専門性を有する社員等の処遇運営見直し

►未来創造活動の全社展開
►社員版統合報告書を活用した風土醸成
►リスク文化の醸成

双方向 ミ ケ シ

生産性向上

プロジェクトマネジメント力養成
（Work Breakdown Structureの

浸透等）

風土の
醸成
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►双方向コミュニケーション
（マネジメント行動宣言の実践）

58

＜能力開発＞

醸成

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の
業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績
は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意くださ
い 当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可い。当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可
能性がある事項については、本資料のほか、決算短信（および決算説明資料）、有
価証券報告書、ディスクロージャー誌をはじめとした当社の公表済みの各種資料
の 新のものをご参照ください。

グ プまた、本資料に記載されている当社ないし当グループ以外の企業等に関わる情報
は、公開情報等から引用したものであり、当該情報の正確性・適切性等について当
社は何らの検証も行っておらず、また、これを保証するものではありません。
なお 本資料に掲載されている情報は情報提供を目的とするものでありなお、本資料に掲載されている情報は情報提供を目的とするものであり、
有価証券の勧誘を目的とするものではありません。
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